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1. 函館市環境モニター制度 

函館市環境モニター制度は，市民の皆さんの環境問題に対する意見や要望，取り組み事例などを環

境施策に反映し，より良い環境づくりをめざすため 2000(平成 12)年度に創設した制度です。 

なお，環境モニターについては，人材の確保が難しくなっているほか，世代についても偏った状況

にあることから，今後は幅広い世代のより多くの意見を聞くため，1000 人規模の定期的なアンケー

トへ移行することとし，2020(令和 2)年 3月 31日をもって当該制度は廃止しました。 

○ 環境モニターの仕事 

アンケート調査への協力 
環境目標の達成度を評価するための基本となる定期アンケート調査

や各種意識調査への協力 

環境モニター報告 
本市の環境施策の立案などの参考となるような，積極的かつ建設的

な意見や要望，あるいは，体験や見聞などの報告 

広報活動や啓発活動へ

の協力 

各種イベントや講演会・研修会への参加や友人・知人などへの周知

協力 

 

○ 環境モニター委員の任期：2018(平成 30)年 6月 1日～2020(令和 2)年 3月 31日） 

○ 環境モニター委員数  ：84人（2020(令和 2)年 3月 31日現在） 

 

(1) アンケート調査 

2019(令和元)年度は，第 5章で示した環境基本計画の進捗状況の指標としての定期アンケート調

査を実施しました。 

定期アンケート調査については，本編第 5章 1(2)に記載しています。 

 

(2) 環境モニター報告 

2019(令和元)年度は，2名の環境モニター委員から 4件の報告がありました。 

分野別の件数は下表のとおりです。 

 

モニター報告 報告内容の分野別内訳 

区    分 平成 30年度 令和元年度 

地球環境に関すること   

空気に関すること   

水に関すること 1  

音・振動に関すること   

化学物質や健康に関すること   

自然環境に関すること   

公園などの緑化，親水空間等に関すること 1 1 

町並みに関すること  1 

廃棄物に関すること 6 1 

環境教育・学習，意識啓発，イベント等に関すること 1  

その他  1 

計 9 4 

※ このほかに環境関係以外のご意見等もいただいております。 
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【モニター報告の概要】 

 

《公園などの緑化，親水空間に関すること》 

◆ 亀田川の中・上流区域の河川部がメチャクチャ。雑草と雑木が生え放題で，河川とはいえない。 

○ 回答（土木部）：亀田川につきましては，北海道が管理している二級河川となっており，草刈り

については，場所により回数は異なりますが，管理用通路脇などを亀田川沿いの町会などの協力も

いただききながら，年に１回から３回実施しているところであります。 

  また，亀田川の中・上流区域における河道内樹木については，北海道としても現状を把握してお

り，河川の阻害要因となる樹木の伐採が必要と考え，優先順位を決め順次伐採を行っているとお聞

きしております。 

  市といたしましても，機会を捉えて，北海道に対して現状をお伝えしながら，草刈りをはじめ河

川環境の整備についてお願いしているところでありますが，引き続き要請してまいりたいと考えて

おります。 

 

《廃棄物に関すること》 

◆ 家庭用廃棄物が３種類しかないのは少ない。 

  廃棄物の中で，缶・ビン・ペットボトルの分離も多くの費用がかかるので，家庭でやらせるべき。 

  分離した缶，ビン，プラスチック，ペットボトルは工場で粉砕し，リサイクルの原料として売却

するべき。 

○ 回答（環境部）：函館市の家庭ごみの分別区分は，「燃やせるごみ」，「燃やせないごみ」，「缶・

びん・ペットボトル」，「プラスチック容器包装」，「粗大ごみ」および「乾電池」の６区分とな

っております。 

  「缶・びん・ペットボトル」につきましては，函館市リサイクルセンターへ，「プラスチック容

器包装」につきましては，函館プラスチック処理センターにそれぞれ運ばれ，一連の処理を行い，

再商品化事業者へ引き渡しをしております。 

  それぞれの処理工程では，両施設とも異物除去などの一部とリサイクルセンターではペットボト

ルの仕分けを手作業により行いますが，処理は主に機械で行うことができ，ご家庭でのご負担をな

るべくお掛けしないよう一袋で排出することを想定した施設となっております。 

   一方，分別区分を増やした場合，収集車両や収集作業員を増やす必要が見込まれるとともに，現

在の戸別収集方式の収集体制をステーション収集方式への変更について検討しなければならない可

能性もあるほか，経費についてもさらに多くの費用が必要となることが考えられます。 

   このようなことから，現行の分別区分において，さらなる適正分別の徹底を図り，リサイクル量

の増加や，売却による歳入の確保を図りたいと考えております。 

  なお，資源ごみの売却については，すでに実施済で平成 30年度の資源ごみの売却による歳入は，

下記のとおりです。 

 ・アルミ缶   35,098千円 

 ・スチール缶   6,126千円 

 ・ペットボトル   5,248千円 
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《町並みに関すること》 

◆ 西部地区は別だが，他の一般住居地域の道路や街路樹の根元付近の雑草は何だ。26万人都市の景

観とはいえない。 

  市で常時雑草取りをするのは大変だから，町会と付近の住民に環境整備を呼びかけたらどうだろ

うか。 

○ 回答（土木部）：国道５号線などの国道につきましては北海道開発局，通称産業道路と呼ばれて

おります道道函館上磯線などの道道につきましては北海道で管理している道路となっており，それ

ぞれの機関に，機会を捉えて，状況をお伝えしております。 

  また，市道の草刈りにつきましては，都市計画道路など主要な 308路線において，春と秋の年２

回程度，実施しているところでございますが，財源の問題もあり，生活道路までは手が廻らない現

状にございます。 

  このことから，これまでも町会との懇談時等の際に，草刈りの協力依頼を行ってきたところでご

ざいますが，今後も引き続き協力をいただけけるよう取り組んでまいります。 

 

《その他》 

◆ 昨年度から，日吉町にあるフットボールパーク付近の道路整備がなされた。近所に居住する者に

とっては，環境が整備され快適に過ごすことができる。 

  しかし，その道路状況を見ると，たくさんの防護柵が設置され，整備された広い道路が現在２車

線通行となっている。新外環状道路が完成すれば，柵は撤去され４車線になるのかもしれないが，

山の手温泉方面への道路はすぐに２車線になり，走行環境が整備されたと思われない。 

  また，花園町や湯川方面へ走行する交差点付近には，アパートが建っていて，ラサール校への直

線道路では，電柱が邪魔になって狭くなっているような，変則的な交差点になっている。 

 フットボールパーク横の道路が，冬期間に道路工事を実施されたが，２車線のため，長時間渋滞が

続いた。 

  以上のような状況から，事業計画に不備があったのではないかと思われる。 

○ 回答（土木部）：ご報告のありました「フットボールパーク付近の道路整備状況」につきまして

は，地域高規格道路・函館新外環状道路の日吉インターチェンジの整備工事によるものであり，現

在，本事業は 2020年度の供用開始に向けて，国土交通省・北海道・函館市が連携し，高規格道路本

線とインターチェンジに接続する道路の整備工事を鋭意進めている状況となっております。 

  本工事の施工にあたりましては，従前の道路の切り替えや仮道の設置など複雑な工事行程を経て

進められていることから，長期間にわたり，道路利用者と付近住民の方々にはご迷惑をおかけする

こととなっておりますが，今後，インターチェンジの供用開始まで事業を推進する必要があります

ので，ご報告のありました事項につきましても，慎重かつ細心の注意を払いながら，計画的に道路

環境の整備を進めてまいりたいと考えております。 
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2. 環境保全に関する支援制度など 

制 度 名 制  度  の  概  要 問い合わせ先 

函館市市民協働モ
デル事業 

内容：市民が主体となって行政と協働で取り組む事業に助成 
なお，講演会，研修会およびイベント等の開催を主たる目

的とする事業を除くなど除外項目があります。 
補助対象者：市内に事務所等を有しており，1年以上継続して活動

し，5人以上の構成員で組織している団体 など 
補助対象経費：補助対象事業に直接要する経費（団体運営経費，

食糧費等は除く） 
補助金額：補助対象経費の 2分の 1を補助 

事業１件につき 50万円以内 

企画部企画管理課 
℡21‐3621 

合併処理浄化槽設
置資金助成制度 

《補助制度》 
助成対象：下水道認可区域以外にあり，申請者自らが居住する専用

住宅で，浄化槽の処理対象規模が 10人槽以下等 
補助限度額： 5人槽      469,000円 

6・７人槽    588,000円 
8～10人槽  784,000円 

《融資あっせん制度》 
融資限度額  ・住宅の新築による場合   500,000円 
         ・住宅の改築による場合  1,000,000円 
融資期間等  5年以内，均等分割月賦返済，無利子 

環境部環境推進課 
℡51‐0798 

函館市資源回収推
進奨励金 

対    象：集団資源回収団体へ奨励金を支給 
奨 励 金：回収量に応じて年 2回（9月，3月）支給 
支給単価：3円/㎏(ｽﾁｰﾙ缶,ｱﾙﾐ缶,ﾋﾞｰﾙ･ｼﾞｭｰｽﾌﾟﾗｽﾁｯｸ箱を除く)  

環境部環境推進課 
℡51‐0798 

函館市ごみ減量・再
資源化優良店等認
定制度 

対   象：小売店・事業所 
認定要件：包装の簡素化や資源物の店頭回収等，取り組み事項11項

目のうち 2項目以上実施していること 
認 定 等：認定証，ステッカーの交付，広報紙・ホームページなどへ

の掲載によるＰＲ 

環境部環境推進課 
℡51‐0798 

函館市中小企業融
資制度 
「産業活性化資金」 

融資対象：環境保全施設の設置，改善等 
貸付限度額：2億円 
利    率：年 1.30%以内 
貸付期間：15年以内 

経済部経済企画課 
℡21‐3312 

保存樹木等助成金 制度概要：保存樹木等の保存費用の一部を助成 
助成内容：保存樹木 2,000円/本 

保存樹林    5円/㎡ 
生垣      57円/m 

土木部公園河川管理課 
℡21‐3431 

景観アドバイス制度 制度概要：都市景観条例による届出等の前に，景観アドバイザーが都
市景観の形成に関する技術的アドバイスを行う 

申込方法：随時 
費    用：無料 

都市建設部まちづくり景観課 
℡21‐3388 

景観協定に係る助成 制度概要：景観協定として認定したものに対し，景観形成活動に要す
る経費の一部を助成 

助成内容：年間 10万円以下で 5年を限度 

都市建設部まちづくり景観課 
℡21‐3388 

景観形成市民団体に
係る助成 

制度概要：景観形成市民団体として認定した団体に対し，景観形成活
動に要する経費の一部を助成 

助成内容：年間 10万円以下で 5年を限度 

都市建設部まちづくり景観課 
℡21‐3388 

景観形成住宅等建
築奨励金 

制度概要：都市景観形成地域（伝統的建造物群保存地区を除く）内の
公道に面する場所において，新築，購入または改修する
場合，それが函館らしい歴史的な景観に配慮していると認
められるときは，建物の外観にかかる経費について，奨励
金を支給 

奨励金の額：１物件につき対象経費の40％以内の額で200万円を限度 

都市建設部まちづくり景観課 
℡21‐3388 
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制 度 名 制  度  の  概  要 問い合わせ先 

西部地区歴史的町
並み保全事業 

制度概要：伝統的建造物群保存地区内の保存，指定建造物等の保
全・保存に対する助成など 

助成内容：伝統的建造物群保存地区保存事業 
   管理：防災設備などに要する経費の 1/2以内で 100万円を限度 
   修理：外観の修理などに要する経費の4/5以内で600万円を限度 
   修景：一般建築物を伝統的建造物風にするために要する経費の

2/3以内で 500万円を限度 
復旧：環境物件の復旧に要する経費の2/3以内で200万円を限度 
景観形成指定建築物等保全事業 
対象経費の 4/5以内で 600万円を限度 

指定建造物等活用支援事業補助 
防寒改修，防災設備設置経費等に 100万円を限度 

指定建造物等取得資金利子補給 
指定建造物等の取得等を目的としての金融機関からの融資に 
対して利子補給を行う 

都市建設部まちづくり景観課 
℡21‐3388 

空家等対策支援補
助金 
（空家解体費補助） 

制度概要：倒壊や建築部材などが飛散する恐れのある危険な空家の
解体工事にかかる費用の一部を補助 

助成内容：解体に要する費用の２分の１以内で 30万円を限度 

都市建設部都市整備課 
℡21‐3358 

函館市住宅リフォー
ム補助制度 

環境負荷が少なく，かつ安全・安心な住まいの実現を支援するため，
既存住宅のバリアフリー化・断熱化・耐震化を行う工事費の一部を補助
する。 
補助対象者：市内に自らが所有し，かつ居住（居住予定を含む）する住

宅を改修する方 
補助対象住宅：一戸建て住宅，店舗等併用住宅，長屋，共同住宅 

※工事内容により補助対象とならない場合あり。 
施工業者の要件：次のいずれかの事業者が施工する工事に限る。 

①市内に本店を置く事業者（別途要件あり） 
②改修工事を行おうとする住宅を建築した事業者 

補助対象工事：①バリアフリー改修工事 
②断熱改修工事 
③耐震改修工事 

補助金額：補助対象額の 20％以内で上限 20万円 
※耐震改修工事が含まれる場合は上限 40万円 

都市建設部住宅課 
℡21‐3385 

水洗便所改造等資
金 

貸付対象：個人所有住宅に限るなどの条件あり 
貸付限度額：大便器 1基につき 46万円以内。自家・借家および貸家・
アパートの所有者は 8基相当分(368万円)まで 
利子:無利子 
返済方法：40月以内の月賦返済 

企業局管理部料金課 
℡27‐4132 

緑化の推進 沿道花いっぱい運動，花と緑のパートナー事業などにより，苗木や花
の苗の無料配布などを行う 

函館市住宅都市施設公社 
℡40‐3605 
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3.環境関連業務の担当課 
部 課 主 な 業 務 内 容 

企画部 
企画管理課 （21-3621） 市民団体などの情報提供や活動支援 

政策推進課 （21-3625） 公共交通の利用促進 

市民部 

市民・男女共同参画課 （21-3139） 町会館建設の補助，街路灯設置の補助 

くらし安心課 （21-3189） 消費者行政の推進 

交通安全課 （21-3190） 違法駐車の防止 

保健福祉部 保健所生活衛生課 （32-1521） 
畜舎などの指導 
空き地の適正管理 
食品の放射性物質検査 

環境部 

環境総務課 （51-0758） 環境保全に係る企画および総合調整，地球温暖化対策 

環境推進課 （56-6694） 
 （51-0798） 

一般廃棄物処理の計画および調査研究 
一般廃棄物の減量化および再資源化の推進 
ごみの散乱防止などの環境美化および啓発 
浄化槽の適正な維持管理の指導等 
合併処理浄化槽設置資金助成 

環境対策課 （51-3348） 
 （51-0740） 

公害関係法令等に基づく届出，規制および指導 
公害の調査測定および苦情に関すること 
廃棄物処理業等の許可および認可 
廃棄物処理業者の指導監督 
産業廃棄物の排出指導等 

清掃事業課 （51-5163） 
 （51-3029） 

ごみの収集 
し尿の収集 

日乃出クリーンセンター 
      （56-3819） 

ごみの焼却処理や処理施設の整備 
し尿の処理 

埋立処分場 （56-0641） 
ごみ埋立処分施設の維持管理 
リサイクルセンターの維持管理 
恵山クリーンセンターの維持管理など 

経済部 

経済企画課 （21-3312） 産業活性化資金 

工業振興課 （21-3316） 
工場の緑化 
新エネルギーの利用促進 

観光部 観光企画課 (21-3396) 夜景の保全 

農林水産部 

水産課 （21-3335） 漁場環境の保全 

農務課 （21-3342） 
亀尾ふれあいの里および市民菜園の管理 
農薬の適正使用や畜舎などの指導 

農林整備課 （21-3050） 市有林の適正な管理 

土木部 

道路管理課 （21-3414） 道路等の維持管理 

道路建設課 （21-3422） 道路の整備 

公園河川管理課 （21-3436） 公園，緑地等の施設管理，河川等の維持管理および緑化の推進 

公園河川整備課 （21-3425） 公園，緑地，河川等の整備 

都市建設部 

まちづくり景観課 （21-3355） 
都市景観の形成 
伝統的建造物群保存地区の保存，屋外広告物の許可等 

都市計画課 （21-3360） 都市計画の総合的な企画および調整 

住宅課 （21-3382） 住宅の計画および調整 

都市整備課 （21-3395） 
土地区画整理事業の推進 
開発行為の許可や指導 

建築課 (21-3372) 建築工事の設計，検査等 

建築行政課 （21-3391） 
建築物の規制や指導 
市街地再開発の推進 

港湾空港部 
港湾課 （21-3490） 港湾整備や海岸保全 

港湾空港振興課 （21-3439） 空港周辺の騒音対策や環境整備 

教育委員会 
生涯学習部 

生涯学習文化課 （21-3444） 生涯学習における環境学習 

文化財課 （21-3456） 文化財の保護や遺跡調査 

学校教育部 教育指導課 （21-3557） 小中学校における環境教育 

企業局 

管理部 料金課 （27-4132） 水洗便所改造等資金の融資 

上下水道部 
管路整備室 （27-8762） 公共下水道の整備，維持管理 

浄水課 （46-3282） 水源かん養林の整備 

交通部 事業課 （32-1730） 電車の利用増対策の推進 
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4.環境基準および規制基準 

１. 大気・悪臭関係基準 

［大気汚染に係る環境基準］ 

物  質  名 環 境 上 の 条 件 

 二酸化硫黄 １時間値の１日平均値が０.０４ppm以下であり，かつ，１時間値が０.１ppm以下であること 

 一酸化炭素 １時間値の１日平均値が１０ppm以下であり，かつ，１時間値の８時間平均値が２０ppm以下であること 

 浮遊粒子状物質 １時間値の１日平均値が０.１０mg／m３以下であり，かつ，１時間値が０.２０mg／m３以下であること 

 二酸化窒素 １時間値の１日平均値が０.０４ppmから０.０６ppmまでのゾーン内またはそれ以下であること 

 光化学オキシダント １時間値が０.０６ppm以下であること 

微小粒子状物質 １年平均値が１５μg／m３以下であり，かつ，１日平均値が３５μg／m３以下であること 

 注) 工業専用地域，車道その他の一般公衆が通常生活していない地域又は場所については，適用しない。 

［有害大気汚染物質に係る環境基準］ 

物  質  名 環 境 上 の 条 件 

 ベンゼン １年平均値が０.００３mg／m３ （３μg／m３）以下であること 

 トリクロロエチレン １年平均値が０.１３mg／m３ （１３０μg／m３）以下であること 

 テトラクロロエチレン １年平均値が０.２mg／m３ （２００μg／m３）以下であること 

ジクロロメタン １年平均値が０.１５mg／m３ （１５０μg／m３）以下であること 

 注) 工業専用地域，車道その他の一般公衆が通常生活していない地域又は場所については，適用しない。 

［ダイオキシン類対策特別措置法に基づく環境基準］ 

媒    体 環  境  基  準 

大    気 ０.６ｐｇ－ＴＥＱ／ｍ３ 以下 

水    質 １ｐｇ－ＴＥＱ／ｌ 以下 

水底の底質 １５０ｐｇ－ＴＥＱ／ｇ 以下 

土    壌 １,０００ｐｇ－ＴＥＱ／ｇ 以下 

注）１．基準値は，２，３，７，８－四塩化ジベンゾ－パラ－ジオキシンの毒性に換算した値とする。 
２．大気及び水質の基準値は，年間平均値とする。 
３．土壌にあっては，環境基準が達成されている場合であって，土壌中のダイオキシン類の量が 250pg-TEQ／g 以上の場合（簡易測定方
法により測定した場合にあっては，簡易測定値に２を乗じた値が250pg-ＴＥＱ／g以上の場合）には，必要な調査を実施することとする。 

４．大気の汚染に係る環境基準は，工業専用地域，車道その他の一般公衆が通常生活していない地域又は場所については適用しない。 
５．水質の汚濁に係る環境基準は，公共用水域および地下水について適用する。（水底の底質を除く） 
６．水底の底質の汚染に係る環境基準は，公共用水域の水底の底質について適用する。 
７．土壌の汚染に係る環境基準は，廃棄物の埋立地その他の場所であって，外部から適切に区別されている施設に係る土壌については
適用しない。 

［ばい煙発生施設に係る規制基準］ 

(1)硫黄酸化物に係る排出基準 

       「 ｑ＝Ｋ×１０－３×Ｈｅ２ 」 により算出された値 

注)  (２)～(４)に該当する施設に適用 

 

(2)ばいじんに係る排出基準 

①ボイラー                                                                          （単位：ｇ／Ｎｍ３） 

施設の規模 使用燃料 
排出ガス量 

（Nm３/h） 

標準酸 

素濃度 

(％) 

設置年月日 

～S57.5.31 
S57.6.1 
～ 

S60.9.9 

S60.9.10 
～ 

H2.9.9 
H2.9.10～ 

伝熱面積 10m２以上のもの 

ガス ４万未満 ５ ０.１０ 

液体燃料 
１万～４万 

４ 
０.２５ 

１万未満 ０.３０ 

固体燃料 ４万未満 ６ ０.４０ ０.３０ 

伝熱面積 10m２未満で 
燃焼能力 50l/h以上のもの 

ガス － － 
当分の間適用猶予 

軽質燃料 － － 

液体燃料 － ４ 
当分の間適用猶予 ０.５０ ０.３０ 

固体燃料 － ６ 

燃焼能力 50l/h未満で 

伝熱面積５～10m２のもの 
 

固体燃料 － － ０.３０  

 

 

ｑ  ： 温度０℃，圧力１気圧におけるいおう酸化物の量（ｍ３／ｈ） 

Ｋ  ： 政令で地域ごとに定める値 
        （旧函館市域は 11.5，東部 4支所管内は 17.5） 

Ｈｅ ： 補正された排出口の高さ（ｍ） 
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②廃棄物焼却炉                                              （単位：ｇ／Ｎｍ３） 

施設の規模 
焼却能力 

（t/h） 

標準酸素 

濃度(％) 

設置年月日 

～H10.6.30 H10.7.1～ 

火格子面積 2m２以上のもの 

４以上 

１２ 

０.０８ ０.０４ 

２～４ ０.１５ ０.０８ 

２未満 
０.２５ ０.１５ 

火格子面積 2m２未満のもの ０.２以上 

 

③ガスタービン               （単位：ｇ／Ｎｍ３）     ④ディーゼル機関          （単位：ｇ／Ｎｍ３）  

常用・非常用

の区分 

標準酸素 

濃度(％) 

設置年月日 

 

常用・非常用

の区分 

標準酸素 

濃度(％) 

設置年月日 

～S57.5.31 S57.6.1～ ～S57.5.31 S57.6.1～ 

常   用 １６ 
当分の間適用

猶予 
０.０５ 常    用 １３ 

当分の間 

適用猶予 
０.１０ 

非 常 用 － 当分の間適用猶予 非 常 用 － 当分の間適用猶予 

 

(3)窒素酸化物に係る排出基準 

①ボイラー                                                 （単位：ｃｍ３／Ｎｍ３） 

施設の規模 使用燃料 
排出ガス量 

（Nm３/h） 

標準酸 

素濃度 

(％) 

設置年月日 

～S48.8.9 

S48.8.10 

～ 

S50.12.9 

S50.12.10 

～ 

S52.6.17 

S52.6.18 

～ 

S58.9.9 

S58.9.10 

～ 

S60.9.9 

S60.9.10 

～ 

H2.9.9 

H2.9.10～ 

伝熱面積 10m２ 

以上のもの 

ガ   ス 
１万～４万 

５ 
１５０ １３０ 

１万未満 １５０ 

液体燃料 
１万～４万 

４ 
２３０ １５０ 

１万未満 ２５０ １８０ 

固体燃料 
５千～４万 

６ 
４５０ ３８０ ３５０ 

５千未満 ４８０ ３８０ ３５０ 

伝熱面積 10m ２  

未満で燃焼能力

50l/h以上のもの 

軽質燃料 － － 適用除外 

液体燃料 － ４ 
当分の間適用猶予 

３００ ２６０ 

固体燃料 － ６ ３５０ 

 

②廃棄物焼却炉                                  （単位：ｃｍ３／Ｎｍ３） 

施設の種類 
排出ガス量 
（Nm３/h） 

標準酸素 
濃度(％) 

設置年月日 

～S52.6.17 
S52.6.18～ 

S54.8.9 
S54.8.10～ 

連  続  炉 
４万以上 

１２ 

３００ ２５０ 

４万未満 ３００ ２５０ 

連続炉以外 ４万以上 － ２５０ 

 

③ガスタ－ビン                                               （単位：ｃｍ３／Ｎｍ３） 

使用燃料 
排出ガス量 
（Nm３/h） 

標準酸素 
濃度(％) 

設置年月日 

～S57.5.31 
S57.6.1～ 
S63.1.31 

S63.2.1～ 
H1.7.31 

H1.8.1～ 
H3.1.31 

H3.2.1～ 

ガ   ス ４.５万未満 

１６ 
当分の間適用猶予 

９０ ７０ 

液体燃料 ４.５万未満 １２０ １００ ７０ 

非 常 用 － 当分の間適用猶予 

 

④ディーゼル機関                                          （単位：ｃｍ３／Ｎｍ３） 

シリンダー内径 

(mm) 

標準酸素 

濃度(％) 

設置年月日 

～S57.5.31 
S57.6.1～ 

S63.1.31 

S63.2.1～ 

H1.7.31 

H1.8.1～ 

H3.1.31 
H3.2.1～ 

４００以上 

１３ 
当分の間適用猶予 

１６００ １４００ １２００ 

４００未満 ９５０ 

非 常 用 当分の間適用猶予 ９５０ 
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(4)塩化水素 

廃棄物焼却炉 

火格子面積 2m２以上又は焼却能力 200kg/h以上 ７００mg/Nm３ 

注)１. 軽質燃料とは，灯油，軽油，Ａ重油をいう 

            ２. ばいじん，窒素酸化物の基準値との比較は，次の式で換算された値を用いる。 

 

                            
 

３. 塩化水素の基準値との比較は次の式で換算された値を用いる。 

 
 
 

[指定物質排出施設に係る指定物質抑制基準] 

トリクロロエチレン及びテトラクロロエチレン                     （単位：ｍｇ／ｍ３） 

指 定 物 質 排 出 施 設 
設置年月日 

～H9.3.31 H9.4.1～ 

トリクロロエチレン等による洗浄施設（次号に掲げるものを除く。）であって，トリクロ

ロエチレン等が空気に接する面の面積が３平方メートル以上のもの 
５００ ３００ 

テトラクロロエチレンによるドライクリーニング機であって，処理能力が１回当たり 

３０キログラム以上のもの（密閉式のものを除外） 

 

[ダイオキシン類大気基準適用施設に係る排出基準] 

廃棄物焼却炉                                    （単位：ｎｇ－ＴＥＱ／ｍ３Ｎ） 

施設の規模 
焼却能力 

（t/h） 

設置年月日 

～H9.12.1 H9.12.2～ 

火床面積が 0.5ｍ２以上又は焼却

能力が 50ｋｇ/ｈ以上のもの 

４以上 １ 

１ 

０.１ 

２～４ ５ 

５ 

１ 

２未満 １０ 

１０ 

５ 

注）火格子面積が 2㎡未満かつ焼却能力が 200kg/h未満のもので，H12.1.14までに設置されたものについては，H9.12.1までの排出基準を使用する。 

 

［悪臭に係る規制基準］ 

(1)敷地境界における規制基準（Ａ区域） 

規制物質 基準値（ppm） 規制物質 基準値（ppm） 

 アンモニア １  イソバレルアルデヒド ０.００３ 

 メチルメルカプタン ０.００２  イソブタノール ０.９ 

 硫化水素 ０.０２  酢酸エチル ３ 

 硫化メチル ０.０１  メチルイソブチルケトン １ 

 二硫化メチル ０.００９  トルエン １０ 

 トリメチルアミン ０.００５  スチレン ０.４ 

 アセドアルデヒド ０.０５  キシレン １ 

 プロピオンアルデヒド ０.０５  プロピオン酸 ０.０３ 

 ノルマルブチルアルデヒド ０.００９  ノルマル酪酸 ０.００１ 

 イソブチルアルデヒド ０.０２  ノルマル吉草酸 ０.０００９ 

 ノルマルバレルアルデヒド ０.００９  イソ吉草酸 ０.００１ 

 

(2)煙突その他の気体排出口における規制基準 

      

  「 ｑ＝０.１０８×Ｈｅ２ ・Ｃm」 により悪臭物質

ごとに流量を算出 

 

(3)排出水に係る規制基準                           （単位：mg/ｌ） 

規制物質 
排出水量（m3/秒） 

0.001未満 0.001～0.1 0.1以上 

メチルメルカプタン ０.０３ ０.００７ ０.００２ 

硫化水素 ０.１ ０.０２ ０.００５ 

硫化メチル ０.３ ０.０７ ０.０１ 

二硫化メチル ０.６ ０.１ ０.０３ 

〔換算値〕＝ 
（21－〔標準酸素濃度(％)〕） 

×〔排出ガス中の濃度〕 
（21－〔排出ガス中の酸素濃度(％)〕） 

〔換算値〕＝ 
9 
 

×〔排出ガス中の濃度〕 
（21－〔排出ガス中の酸素濃度(％)〕） 

 ｑ  ： 温度０℃，圧力１気圧の状態における流量（ｍ3／時） 

 Ｈｅ ： 補正された排出口の高さ（ｍ） 

 Ｃm ： 敷地境界における規制基準値（ppm） 
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２. 水質関係基準 

［水質汚濁に関する環境基準］ 

 (１)人の健康の保護に関する項目 

物 質 名         基準値       物 質 名         基準値       

カドミウム  ０.００３mg/L 以下  1,1,2-トリクロロエタン  ０.００６mg/L 以下 

全シアン       検出されないこと  トリクロロエチレン  ０.０１mg/L 以下   

鉛  ０.０１mg/L 以下  テトラクロロエチレン  ０.０１mg/L 以下   

六価クロム  ０.０５mg/L 以下  1,3-ジクロロプロペン  ０.００２mg/L 以下 

ひ素  ０.０１mg/L 以下  チウラム  ０.００６mg/L 以下 

総水銀       ０.０００５mg/L以下  シマジン       ０.００３mg/L 以下 

アルキル水銀  検出されないこと  チオベンカルブ  ０.０２mg/L 以下   

ＰＣＢ  検出されないこと  ベンゼン       ０.０１mg/L 以下   

ジクロロメタン  ０.０２mg/L 以下  セレン  ０.０１mg/L 以下   

四塩化炭素  ０.００２mg/L 以下 硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素  １０mg/L 以下 

1,2-ジクロロエタン  ０.００４mg/L 以下  ふっ素  ０.８mg/L 以下 

1,1-ジクロロエチレン  ０.１mg/L 以下  ほう素  １mg/L 以下 

シス-1,2-ジクロロエチレン  ０.０４mg/L 以下  1,4-ジオキサン  ０.０５mg/L 以下 

1,1,1-トリクロロエタン  １mg/L 以下          
 
注) １．基準値は年間平均値。ただし，全シアンに係る基準値については最高値。      ２．「検出されないこと」とは，定量限界未満をいう。 

３．海域については，ふっ素及びほう素の基準値は適用しない。  

 

(２)生活環境の保全に関する項目 

①河川（湖沼を除く） 

（ア） 

類 
型 

基     準     値 

利用目的の適応性 
水素イオン 

濃   度 

（ｐＨ） 

生物化学的 

酸素要求量 

（ＢＯＤ） 
(mg/L) 

浮遊物質量 

（ＳＳ） 

 
(mg/L) 

溶存酸素量 

（ＤＯ） 

 
(mg/L) 

大腸菌群数 

（最確数） 

 
(MPN/100mL) 

ＡＡ ６.５～８.５ １ 以下 ２５以下 ７.５以上 ５０ 以下 
水道１級，自然環境保全， 

Ａ～Ｅに掲げるもの 

Ａ ６.５～８.５ ２ 以下 ２５以下 ７.５以上 １,０００以下 
水道２級，水産１級，水浴， 

Ｂ～Ｅに掲げるもの 

Ｂ ６.５～８.５ ３ 以下 ２５以下 ５ 以上 ５,０００以下 
水道３級，水産２級， 
Ｃ～Ｅに掲げるもの 

Ｃ ６.５～８.５ ５ 以下 ５０以下 ５ 以上 － 
水産３級，工業用水１級， 

Ｄ～Ｅに掲げるもの 

Ｄ ６.０～８.５ ８ 以下 １００以下 ２ 以上 － 
工業用水２級，農業用水， 

Ｅに掲げるもの 

Ｅ ６.０～８.５ １０以下 
ごみ等の浮 
遊を認めず 

２ 以上 － 工業用水３級， 環境保全 

注) １. 基準値は日間平均値。 
２. 利用目的の適応性に掲げる用語は，次のとおりである。 

〈自然環境保全〉自然探勝等の環境保全 
〈水道１級〉ろ過等による簡易な浄水操作を行うもの 
〈水道２級〉沈澱ろ過等による通常の浄水操作を行うもの 
〈水道３級〉前処理等を伴う高度の浄水操作を行うもの 
〈水産１級〉ヤマメ，イワナ等貧腐水性水域の水産生物用および水産２級以下の水産生物用 
〈水産２級〉サケ科魚類，アユ等貧腐水性水域の水産生物用および水産３級の水産生物用 
〈水産３級〉コイ，フナ等，β－中腐水性水域の水産生物用 
〈工業用水１級〉沈澱等による通常の浄水操作を行うもの 
〈工業用水２級〉薬品注入等による高度の浄水操作を行うもの 
〈工業用水３級〉特殊の浄水操作を行うもの 
〈環境保全〉国民の日常生活(沿岸の遊歩等を含む)において不快感を生じない限度 
 
 

（イ） 

類型 

 基  準  値

（mg/l） 

 

水生生物の生息状況の適応性 
全 亜 鉛 ノニルフェノール 

直鎖ｱﾙｷﾙﾍﾞﾝｾﾞﾝｽ
ﾙﾎﾝ酸及びその塩 

生物Ａ ０.０３以下 ０.００１以下 ０.０３以下 
イワナ，サケマス等比較的低温域を好む水生生物及びこれらの

餌生物が生息する水域 

生物特Ａ ０.０３以下 ０.０００６以下 ０.０２以下 
生物 A の水域のうち，生物 A の欄に掲げる水生生物の産卵場
（繁殖場）又は幼稚仔の生育場として特に保全が必要な水域 

生物Ｂ ０.０３以下 ０.００２以下 ０.０５以下 
コイ，フナ等比較的高温域を好む水生生物及びこれらの餌生物

が生息する水域 

生物特Ｂ ０.０３以下 ０.００２以下 ０.０４以下 
生物 B の水域のうち，生物 B の欄に掲げる水生生物の産卵場
（繁殖場）又は幼稚仔の生育場として特に保全が必要な水域 

 
注)  基準値は年間平均値。 
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②海域 

（ア） 

類型 

基     準     値 

利用目的の適応性 
水素イオン 
濃   度 

 
（ｐＨ） 

化学的酸素 
要  求  量 
（ＣＯＤ） 
(mg/L) 

溶存酸素量 
（ ＤＯ ） 

 
(mg/L) 

n-ヘキサン 
抽出物質      
（油分等） 
(mg/L) 

大腸菌群数 
（最確数） 

 
(MPN/100mL) 

Ａ ７.８～８.３ ２ 以下 ７.５以上 検出されないこと １，０００以下 
水産１級，水浴，自然環境保全 

Ｂ～Ｃに掲げるもの 

Ｂ ７.８～８.３ ３ 以下 ５ 以上 検出されないこと － 
水産２級，工業用水 
Ｃに掲げるもの 

Ｃ ７.０～８.３ ８ 以下 ２ 以上 － － 環境保全 

 
注) １. 基準値は日間平均値。 

２. 利用目的の適応性に掲げる用語は，次のとおりである。 
〈自然環境保全〉自然探勝等の環境保全 
〈水産１級〉マダイ，ブリ，ワカメ等の水産生物用および水産２級の水産生物用 
〈水産２級〉ボラ，ノリ等の水産生物用 
〈環境保全〉国民の日常生活（沿岸の遊歩等を含む）において不快感を生じない限度 

（イ） 

類型 
基   準   値 

利用目的の適応性 
全窒素(mg/L) 全りん(mg/L) 

Ⅰ ０.２以下 ０.０２以下 自然環境保全，Ⅱ～Ⅳに掲げるもの（水産２種および３種を除く。） 

Ⅱ ０.３以下 ０.０３以下 水産１種，水浴，Ⅲ～Ⅳに掲げるもの（水産２種および３種を除く。） 

Ⅲ ０.６以下 ０.０５以下 水産２種，Ⅳに掲げるもの（水産３種を除く。） 

Ⅳ １以下 ０.０９以下 水産３種，工業用水，生物生息環境保全 

       注）１．基準値は年間平均値。 

          ２．利用目的の適応性に掲げる用語は，次のとおりである 

            （自然環境保全）自然探勝等の環境保全 

            （水産１種）底生魚介類を含め多様な水産生物がバランス良く，かつ，安定して漁獲される 

            （水産２種）一部の底生魚介類を除き，魚類を中心とした水産生物が多獲される 

            （水産３種）汚濁に強い特定の水産生物が主に漁獲される 

            （生物生息環境保全）年間を通して底生生物が生息できる限度 

（ウ） 

類型 

 基 準 値（mg/L）  

水生生物の生息状況の適応性 
全 亜 鉛  ノニルフェノール 

直鎖ｱﾙｷﾙﾍﾞﾝｾﾞﾝｽ

ﾙﾎﾝ酸及びその塩 

生物Ａ ０.０２以下 ０.００１以下 ０.０１以下 水生生物の生息する水域 

生物特Ａ ０.０１以下 ０.０００７以下 ０.００６以下 
生物 A の水域のうち，水生生物の産卵場
（繁殖場）又は幼稚仔の生育場として特に

保全が必要な水域 
 
注)  基準値は年間平均値。 
 

 

（エ） 

類型 

基準値（mg/L） 

水生生物の生息状況の適応性 
底質溶存酸素量  

生物１ ４．０以下 
生息段階において貧酸素耐性の低い水生生物が生息できる場を保存・再生する水域又は

再生産段階において貧酸素耐性の低い水生生物が再生産できる場を保全・再生する水域 

生物２ ３．０以下 

生息段階において貧酸素耐性の低い水生生物を除き，水生生物が生息できる場を保存・再

生する水域又は再生産段階において貧酸素耐性の低い水生生物を除き，水生生物が再生
産できる場を保全・再生する水域 

生物３ ２．０以下 

生息段階において貧酸素耐性の高い水生生物が生息できる場を保存・再生する水域，再

生産段階において貧酸素耐性の高い水生生物が再生産できる場を保全・再生する水域又
は無生物域を解消する水域 

    注) １. 基準値は日間平均値。 

    2 底面付近で溶存酸素量の変化が大きいことが想定される場合の採水には，横型のバンドン採水器を用いる。 
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  ③地下水 

物 質 名         基準値       物 質 名         基準値       

カドミウム  ０.００３mg/L 以下  1,1,1-トリクロロエタン  １mg/L 以下        

全シアン       検出されないこと  1,1,2-トリクロロエタン  ０.００６mg/L 以下 

鉛  ０.０１mg/L 以下  トリクロロエチレン  ０.０１mg/L 以下   

六価クロム  ０.０５mg/L 以下  テトラクロロエチレン  ０.０１mg/L 以下   

ひ素  ０.０１mg/L 以下  1,3-ジクロロプロペン  ０.００２mg/L 以下 

総水銀       ０.０００５mg/L以下  チウラム  ０.００６mg/L 以下 

アルキル水銀  検出されないこと  シマジン       ０.００３mg/L 以下 

ＰＣＢ  検出されないこと  チオベンカルブ  ０.０２mg/L 以下   

ジクロロメタン  ０.０２mg/L 以下  ベンゼン       ０.０１mg/L 以下   

四塩化炭素  ０.００２mg/L 以下  セレン  ０.０１mg/L 以下   

クロロエチレン(塩化ビニルモノマー)  ０.００２mg/L 以下 硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素  １０mg/L 以下 

1,2-ジクロロエタン  ０.００４mg/L 以下  ふっ素  ０.８mg/L 以下 

1,1-ジクロロエチレン  ０.１mg/L 以下  ほう素  １mg/L 以下 

1,2-ジクロロエチレン  ０.０４mg/L 以下  1,4-ジオキサン  ０.０５mg/L 以下 
 
注) １．基準値は年間平均値。ただし，全シアンに係る基準値については最高値。      ２．「検出されないこと」とは，定量限界未満をいう。 

 

［水質汚濁に係る規制基準］ 

(1)一律排水基準 

①人の健康の保護に関する項目 

物  質  名 許容限度     （mg/L） 物  質  名 許容限度     （mg/L） 

 カドミウムおよびその化合物  ０.０３   1,1,1-トリクロロエタン  ３  

 シアン化合物  １   1,1,2-トリクロロエタン  ０.０６  

 有機りん化合物  １   1,3-ジクロロプロペン  ０.０２  

 鉛およびその化合物  ０.１   チウラム  ０.０６  

 六価クロム化合物  ０.５   シマジン  ０.０３  

 ひ素およびその化合物  ０.１   チオベンカルブ  ０.２  

 水銀およびアルキル水銀 
 その他の水銀化合物 

 ０.００５  
 ベンゼン  ０.１  

 セレンおよびその化合物  ０.１  

 アルキル水銀化合物   検出されないこと 
ほう素及びその化合物 

海域以外に排出する場合 １０ 

 ＰＣＢ   ０.００３   海域に排出する場合 ２３０ 

 トリクロロエチレン  ０.１  
ふっ素及びその化合物 

海域以外に排出する場合 ８ 

 テトラクロロエチレン  ０.１   海域に排出する場合 １５ 

 ジクロロメタン  ０.２  
ｱﾝﾓﾆｱ，ｱﾝﾓﾆｳﾑ化合物， 

亜硝酸化合物及び硝酸化合物 

ｱﾝﾓﾆｱ性窒素に０.４を乗じたもの， 
亜硝酸性窒素および硝酸性窒素の 

合計量  １００ 

 四塩化炭素  ０.０２  

 1,2-ジクロロエタン  ０.０４  

 1,1-ジクロロエチレン  １  1,4-ジオキサン  ０.５  

 シス-1,2-ジクロロエチレン  ０.４    

   注) 有機りん化合物は，パラチオン，メチルパラチオン，メチルジメトンおよび EPNをいう。 

②生活環境の保全に関する項目 

項    目 
許容限度 

（mg/L） 

日間平均 

（mg/L） 
項    目 

許容限度 

（mg/L） 

日間平均 

（mg/L） 

ｐＨ 
河川・湖沼 ５.８～８.６ －  フェノール類 ５ － 

海     域 ５.０～９.０ －  銅 ３ － 

 ＢＯＤ １６０ １２０  亜鉛 ２ － 

 ＣＯＤ １６０ １２０  溶解性鉄 １０ － 

 ＳＳ ２００ １５０  溶解性マンガン １０ － 

 大腸菌群数  
３，０００ 

(個／cm3)  クロム ２ － 

ｎ-ヘキサン 

抽出物質 

（鉱油類） ５ －  窒素 １２０ ６０ 

（動植物 
油脂類） 

３０ －  りん １６ ８ 

注)１. １日当りの平均的な排出水の量が５０ｍ３ 以上の工場または事業場に適用される。 
２. 「日間平均」による許容限度は，一日の排出水の平均的な汚染状態について定めたものである。    
３. 海域，湖沼への排水にはＣＯＤが，河川への排水にはＢＯＤが適用される。  
４. 窒素については，函館海域および函館海域に流入する公共用水域への排出水に限って適用される。                 
５. りんについては，函館海域および函館海域に流入する公共用水域または笹流ダム貯水池，新中野ダム貯水池， 
矢別ダム貯水池および各貯水池に流入する公共用水域への排出水に限って適用される。 
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(２)上乗せ排水基準 

①函館海域および函館海域に流入する公共用水域  

【有害物質】 

対 象 業 種 物    質     名 許容限度 

全  業  種 
（2,000ｍ３/日以上） 

 カドミウムおよびその化合物  ０.０１ mg/L 

 シアン化合物  検出されないこと 

 有機りん化合物  検出されないこと 

 六価クロム化合物  ０.０５ mg/L 

 ひ素およびその化合物  ０.０５ mg/L 

 水銀およびアルキル水銀その他の水銀化合物  ０.０００５ mg/L 

【生活環境項目】         

                                     項  目 

 対 象 業 種 

Ｃ Ｏ Ｄ （mg/L） Ｓ  Ｓ （mg/L） 

許容限度 日間平均 許容限度 日間平均 

水産食料品製造業（20ｍ３/日以上 50ｍ３/日未満） １,３００ １,０００ － － 

農産保存食料品製造業 １２０ １００ － － 

魚粉飼料製造業（フィッシュソリュブル製造業を含む 

；20ｍ３/日以上 50ｍ３/日未満） 
７８０ ６００ － － 

カーバイト法アセチレン誘導品製造業 ３０ ２０ ４０ ３０ 

石油精製業 ３０ ２０ ４０ ３０ 

セメント製品製造業 ３０ ２０ ４０ ３０ 

ガス供給業 ６０ ４０ ７０ ５０ 

と畜業 － － ７０ ５０ 

し尿処理施設 （し尿浄化槽を除く） ４０ ３０ ９０ ７０ 

し尿浄化槽（S46.9.23以前に設置されたもの） １２０ ９０ － － 

し尿浄化槽（S46.9.24以後に設置されたもの） ４０ ３０ ９０ ７０ 

     注) 有機りん化合物…パラチオン，メチルパラチオン，メチルジメトン，EPNに限る。 

 

②松倉川水域 

                                         項  目 

対象業種 

Ｂ Ｏ Ｄ （mg/L） Ｓ Ｓ   （mg/L） 

許容限度 日間平均 許容限度 日間平均 

し尿処理施設 （し尿浄化槽を除く） ４０ ３０ ９０ ７０ 

 

［海水浴場の水質の判定区分］ 

区  分 ふん便性大腸菌群数 油膜の有無 Ｃ Ｏ Ｄ 透 明 度 

適 
水質ＡＡ 

不 検 出 

（検出限界２個/100mL） 
油膜が認められない ２mg/L 以下 

全  透 

（水深１ｍ以上） 

水質Ａ 100個/100mL以下 油膜が認められない ２mg/L 以下 
全  透 

（水深１ｍ以上） 

可 
水質Ｂ 400個/100mL以下 常時は油膜が認められない ５mg/L 以下 

水深１ｍ未満～ 

５０ｃｍ以上 

水質Ｃ 1,000個/100mL以下 常時は油膜が認められない ８mg/L 以下 
水深１ｍ未満～ 
５０ｃｍ以上 

不適 1,000個/100mLを超えるもの 常時油膜が認められる ８mg/L 超 ５０ｃｍ未満 

 注）１．ふん便性大腸菌群数，油膜の有無，ＣＯＤまたは透明度のいずれかの項目が「不適」であるものを，「不適」な水浴場とする。 

 ２．「不適」でない水浴場について，ふん便性大腸菌群数，油膜の有無，ＣＯＤおよび透明度各項目の全てがそれぞれの区分に

該当する場合水質ＡＡから水質Ｃまでの区分とする。 
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３.騒音・振動関係基準 

［騒音・振動に係る環境基準および要請限度］ 
(1)道路に面する地域以外の地域の騒音に係る環境基準 

地域の類型 
時 間 の 区 分 

該 当 地 域 
昼間（６時～２２時） 夜間（２２時～翌６時） 

ＡＡ 
５０ ﾃﾞｼﾍﾞﾙ 

以下 

４０ ﾃﾞｼﾍﾞﾙ 

以下 

療養施設，社会福祉施設等が集合して設置され

る地域など特に静穏を要する地域 

Ａ 
５５ ﾃﾞｼﾍﾞﾙ 

以下 

４５ ﾃﾞｼﾍﾞﾙ 

以下 
専ら住居の用に供される地域 

Ｂ 
５５ ﾃﾞｼﾍﾞﾙ 

以下 

４５ ﾃﾞｼﾍﾞﾙ 

以下 
主として住居の用に供される地域 

Ｃ 
６０ ﾃﾞｼﾍﾞﾙ 

以下 

５０ ﾃﾞｼﾍﾞﾙ 

以下 

相当数の住居と併せて商業，工業等の用に供さ
れる地域 

 

(2)道路に面する地域の騒音に係る環境基準 

地域の区分 
時 間 の 区 分 

昼間（６時～２２時） 夜間（２２時～翌６時） 

Ａ地域のうち２車線以上の車線を有する道路に面する地域 
６０ ﾃﾞｼﾍﾞﾙ 

以下 

５５ ﾃﾞｼﾍﾞﾙ 

以下 

Ｂ地域のうち２車線以上の車線を有する道路に面する地域およ

びＣ地域のうち車線を有する道路に面する地域 

６５ ﾃﾞｼﾍﾞﾙ 

以下 

６０ ﾃﾞｼﾍﾞﾙ 

以下 

注) 函館市における該当地域 
ＡＡ地域：指定なし 
Ａ地域：1種低層住専，2種低層住専，1種中高層住専，2種中高層住専地域 
Ｂ地域：1種住居，2種住居，準住居地域 
Ｃ地域：近隣商業，商業，準工業，工業地域 

 

(3)幹線交通を担う道路に近接する空間についての特例 

基        準        値 

昼       間 夜       間 

７０ﾃﾞｼﾍﾞﾙ 

以下 

６５ﾃﾞｼﾍﾞﾙ 

以下 
注）測定場所が幹線交通を担っており，測定が道路端から０～２０ｍ帯による状況把握である場合，「幹線道路を担う道路に近接 
した空間」の状況把握となり，本特例が適用される。 

 

(4)屋内指針 
個別の住居等において，騒音の影響を受けやすい面の窓を主として閉めた生活が営まれていると認められると

きは，屋内へ透過する騒音に係る基準（昼間にあっては４５デシベル以下，夜間にあっては４０デシベル以下）

によることができる。 

 

(5)道路交通騒音における要請限度 

区 域 の 区 分 
時 間 の 区 分 

摘  要 
昼間（６時～２２時） 夜間（２２時～翌６時） 

ａ区域およびｂ区域のうち１車線を有する

道路に面する区域 
６５ﾃﾞｼﾍﾞﾙ ５５ﾃﾞｼﾍﾞﾙ 

[ａ区域] 

専ら住居の用に供される区域 

[ｂ区域] 

主として住居の用に供される区域 

[ｃ区域] 

相当数の住居と併せて商業，工業の

用に供される区域 

ａ区域のうち２車線以上の車線を有する道

路に面する区域 
７０ﾃﾞｼﾍﾞﾙ ６５ﾃﾞｼﾍﾞﾙ 

ｂ区域のうち２車線以上の車線を有する

道路に面する区域およびｃ区域のうち車

線を有する道路に面する区域 

７５ﾃﾞｼﾍﾞﾙ ７０ﾃﾞｼﾍﾞﾙ 

 

(6)道路交通振動における要請限度 

                                               時間の区分 

区域の区分 

昼  間 

(8～19時) 

夜  間 

(19～8時) 

第１種区域 
（第 1種及び第 2種低層住専,第 1種及び第 2種中高層住専,第 1種及び 
第 2種住居,準住居） 

６５ﾃﾞｼﾍﾞﾙ ６０ﾃﾞｼﾍﾞﾙ 

第２種区域 

（近隣商業,商業,準工業,工業） 
７０ﾃﾞｼﾍﾞﾙ ６５ﾃﾞｼﾍﾞﾙ 
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(7)航空機騒音に係る環境基準 

地域の類型 
基    準    値 

(Lden) 
該   当   地   域 

Ⅰ ５７ ﾃﾞｼﾍﾞﾙ以下 
第 1種低層住居専用地域，第 2種低層住居専用地域，第 1種中高層住

居専用地域，第 2種中高層住居専用地域 

Ⅱ ６２ ﾃﾞｼﾍﾞﾙ以下 Ⅰ以外の地域(工業専用地域，空港敷地などを除く) 

 

［騒音・振動に係る規制基準］ 

(1)特定工場等に係る規制基準 
①騒音  

                                          時 間 の 区 分 

 区 域 の 区 分 

昼 間 

(8～19時) 

朝( 6～ 8時) 

夕(19～22時) 

夜 間 

(22～6時) 

第１種区域（第 1種及び第 2種低層住専） ４５ ﾃﾞｼﾍﾞﾙ ４０ ﾃﾞｼﾍﾞﾙ ４０ ﾃﾞｼﾍﾞﾙ 

第２種区域（第1種及び第2種中高層住専,第1種及び第2種住居,準住居） ５５ ﾃﾞｼﾍﾞﾙ ４５ ﾃﾞｼﾍﾞﾙ ４０ ﾃﾞｼﾍﾞﾙ 

第３種区域（近隣商業,商業,準工業） ６５ ﾃﾞｼﾍﾞﾙ ５５ ﾃﾞｼﾍﾞﾙ ５０ ﾃﾞｼﾍﾞﾙ 

第４種区域（工業） ７０ ﾃﾞｼﾍﾞﾙ ６５ ﾃﾞｼﾍﾞﾙ ６０ ﾃﾞｼﾍﾞﾙ 

 

②振動 

                                                 時 間 の 区 分 

区 域 の 区 分 
昼間(8～19時) 夜間(19～8時) 

第１種区域 
（第1種及び第2種低層住専,第1種及び第2種中高層住専,第1種及び第2種住居,準住居） 

６０ ﾃﾞｼﾍﾞﾙ ５５ ﾃﾞｼﾍﾞﾙ 

第２種区域（近隣商業,商業,準工業,工業） ６５ ﾃﾞｼﾍﾞﾙ ６０ ﾃﾞｼﾍﾞﾙ 

注) 区域内の学校，保育所，病院，図書館，特別養護老人ホーム，幼保連携型認定こども園の敷地の周囲５０ｍ以内においては， 
それぞれ５デシベルを減じた値を適用する。 

  

(2)特定建設作業に係る規制基準 

①騒音  

                     区域区分 

  規制区分 
１  号  区  域 ２  号  区  域 

敷地の境界線での許容限度 ８５ ﾃﾞｼﾍﾞﾙ 

作業のできない時間                         午後７時から翌日の午前７時                             午後１０時から翌日の午前６時 

一日の作業時間                         １０時間を超えないこと １４時間を超えないこと 

作 業 期 間                         連続して６日を超えないこと                               

作 業 日                         日曜日，その他の休日でないこと 

注)１. 規制を受ける作業の種類： 
①くい打機，くい抜機またはくい打・くい抜機を使用する作業（圧入式およびアースオーガー併用工法を除く） 
②びょう打機を使用する作業 
③さく岩機を使用する作業 
④空気圧縮機を使用する作業 
⑤コンクリートまたはアスファルトプラントを設けて行う作業 
⑥バックホウを使用する作業 
⑦トラクターショベルを使用する作業 
⑧ブルドーザーを使用する作業 

２. 区域の区分： 
１号区域…(1)特定工場等に係る規制基準①騒音の，第１種区域および第2種区域の全域，または第3種区域および第4種区域内

の学校，保育所，病院，図書館，特別養護老人ホーム，幼保連携型認定こども園の敷地の周囲８０メートルの区域 
２号区域…第 3種区域および第 4種区域内で，１号区域以外の区域 
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②振動 

                  区域区分 

 規制区分 
１  号  区  域 ２  号  区  域 

敷地の境界線での許容限度 ７５ ﾃﾞｼﾍﾞﾙ 

作業のできない時間                         午後７時から翌日の午前７時                             午後１０時から翌日の午前６時 

一日の作業時間                         １０時間を超えないこと １４時間を超えないこと 

作 業 期 間                         連続して６日を超えないこと                               

作 業 日                         日曜日，その他の休日でないこと 

注)１. 規制を受ける作業の種類： 
①くい打機，くい抜機またはくい打・くい抜機を使用する作業（圧入式工法を除く） 
②綱球を使用しての工作物の破壊の作業 
③舗装版破砕機を使用する作業 
④ブレーカーを使用する作業 

２．区域の区分 
 １号区域…(1)特定工場等に係る規制基準②振動の，第１種区域，または第２種区域内の学校，保育所，病院，図書館，特別養護

老人ホーム，幼保連携型認定こども園の敷地の周囲８０メートルの区域 

２号区域…第２種区域内で，１号区域以外の区域 

 
(3)拡声放送に係る規制基準 
  ①拡声放送を行ってはならない区域 

拡声放送の種類 拡声放送を行ってはならない区域 

移動式拡声放送 

次に掲げる施設の敷地の周囲 50 メートル以内の区域 

 （１）学校教育法第１条に規定する学校 
 （２）自動福祉法第 39条第 1項に規定する保育所 

 （３）医療法第１条の５第１項に規定する病院および同条第２項に規定する診療所のうち患者を入院させる 

   ための施設を有するもの 
 （４）図書館法第２条第１項に規定する図書館 

 （５）老人福祉法第２０条の５に規定する特別養護老人ホーム 

 （６）就学前の子供に関する教育，保育等の総合的な提供の推進に関する法律第２条第７項に規定する幼 
   保連携型認定こども園 

定置式拡声放送 

１ 移動式拡声放送の拡声放送を行ってはならない区域 
２ 騒音規制法第３条第１項の規定により市長が指定した地域のうち次に掲げる区域 

 （１）第１種区域(第 1種及び第 2種低層住専) 

 （２）第２種区域(第1種及び第2種中高層住専,第1種及び第2種住居,準住居) 
 

 
 

  ②拡声放送の規制基準 
区  域  の  区  分 基 準 値 摘       要 

第１種区域 (第 1種及び第 2種低層住専) ５０ﾃﾞｼﾍﾞﾙ 
1  午後７時(第３種区域においては午後  

１０時)から翌日の午前８時までは使用で

きない。 
２  魚介類の販売（専らいかを販売するも

のに限る。）の目的で移動式拡声放送を

行う場合は前項の「午前８時」は「午前５
時」とする。 

第２種区域 

 (第1種及び第2種中高層住専,第1種及び第2種住居,準住居) 
６０ﾃﾞｼﾍﾞﾙ 

第３種区域 (近隣商業,商業,準工業) ７０ﾃﾞｼﾍﾞﾙ 

第４種区域 (工業) ７０ﾃﾞｼﾍﾞﾙ 

注)基準値は，拡声機直下から１５ｍの地点（１５ｍ以内に人の居住する建築物がある場合は，その敷地境界）における最大値 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



資料編 

 

 - 106 - 

４.土壌関係基準 

［土壌の汚染に係る環境基準］ 
項目 環境上の条件 項目 環境上の条件 

カドミウム 

検液 1L につき 0.01mg 以下であり，か

つ，農用地においては，米 1kg につき

0.4mg未満 

クロロエチレン 検液 1Lにつき 0.002mg以下 

1,2-ジクロロエタン 検液 1Lにつき 0.004mg以下 

1,1-ジクロロエチレン 検液 1Lにつき 0.1mg以下 

全シアン 検液中に検出されないこと シス-1,2-ジクロロエチレン 検液 1Lにつき 0.04mg以下 

有機りん 検液中に検出されないこと 1,1,1-トリクロロエタン 検液 1Lにつき 1mg以下 

鉛 検液 1Lにつき 0.01mg以下 1,1,2-トリクロロエタン 検液 1Lにつき 0.006mg以下 

六価クロム 検液 1Lにつき 0.05mg以下 トリクロロエチレン 検液 1Lにつき 0.03mg以下 

ひ素 
検液 1L につき 0.01mg 以下であり，か
つ，農用地（田に限る。）においては，

土壌 1kgにつき 15mg未満 

テトラクロロエチレン 検液 1Lにつき 0.01mg以下 

1,3-ジクロロプロペン 検液 1Lにつき 0.002mg以下 

チウラム 検液 1Lにつき 0.006mg以下 

総水銀 検液 1Lにつき 0.0005mg以下 シマジン 検液 1Lにつき 0.003mg以下 

アルキル水銀 検液中に検出されないこと チオベンカルブ 検液 1Lにつき 0.02mg以下 

PCB 検液中に検出されないこと ベンゼン 検液 1Lにつき 0.01mg以下 

銅 
農用地（田に限る。）において，土壌
1kgにつき 125mg未満 

セレン 検液 1Lにつき 0.01mg以下 

ふっ素 検液 1Lにつき 0.8mg以下 

ジクロロメタン 検液 1Lにつき 0.02mg以下 ほう素 検液 1Lにつき 1mg以下 

四塩化炭素 検液 1Lにつき 0.002mg以下 1,4-ジオキサン 検液１Lにつき 0.05mg以下 

注）1．環境上の条件のうち検液中濃度に係るものにあっては平成 3年環告第 46号「土壌の汚染に係る環境基準について」の付表に定める方 
法により検液を作成し，これを用いて測定を行うものとする。 

2．カドミウム，鉛，六価クロム，ひ素，総水銀，セレン，ふっ素およびほう素に係る環境上の条件のうち検液中濃度に係る値にあっては，汚
染土壌が地下水面から離れており，かつ，原状において当該地下水中のこれらの物質の濃度がそれぞれ地下水 1L につき 0.01mg，
0.01mg，0.05mg，0.01mg，0.0005mg，0.01mg，0.8mg および 1mg を超えていない場合には，それぞれ検液 1L につき 0.03mg，0.03mg，
0.15mg，0.03mg，0.0015mg，0.03mg，2.4mgおよび 3mg とする。 

3．「検液中に検出されないこと」とは，告示別表の測定方法の欄に掲げる方法により測定した場合において，その結果が当該方法の定量 
下限を下回ることをいう。 

4．有機りんとは，パラチオン，メチルパラチオン，メチルジメトン及び EPNをいう。 
 

［土壌汚染対策法に基づく指定基準］ 

 特定有害物質 
指定基準 

第 2溶出量基準 
土壌溶出量基準 土壌含有量基準 

クロロエチレン 

揮
発
性
有
機
化
合
物 

（

第
１
種
特
定
有
害
物
質
） 

検液 1Lにつき 0.002mg以下 

 

検液 1Lにつき 0.02mg以下 

四塩化炭素 検液 1Lにつき 0.002mg以下 検液 1Lにつき 0.02mg以下 

1,2-ジクロロエタン 検液 1Lにつき 0.004mg以下 検液 1Lにつき 0.04mg以下 

1,1-ジクロロエチレン 検液 1Lにつき 0.1mg以下 検液 1Lにつき 1mg以下 

シス-1,2-ジクロロエチレン 検液 1Lにつき 0.04mg以下 検液 1Lにつき 0.4mg以下 

1,3-ジクロロプロペン 検液 1Lにつき 0.002mg以下 検液 1Lにつき 0.02mg以下 

ジクロロメタン 検液 1Lにつき 0.02mg以下 検液 1Lにつき 0.2mg以下 

テトラクロロエチレン 検液 1Lにつき 0.01mg以下 検液 1Lにつき 0.1mg以下 

1,1,1-トリクロロエタン 検液 1Lにつき 1mg以下 検液 1Lにつき 3mg以下 

1,1,2-トリクロロエタン 検液 1Lにつき 0.006mg以下 検液 1Lにつき 0.06mg以下 

トリクロロエチレン 検液 1Lにつき 0.03mg以下 検液 1Lにつき 0.3mg以下 

ベンゼン 検液 1Lにつき 0.01mg以下 検液 1Lにつき 0.1mg以下 

カドミウム及びその化合物 

重
金
属
等 

（
（
第
２
種
特
定
有
害
物
質
） 

検液 1Lにつき 0.01mg以下 土壌 1kgにつき 150mg以下 検液 1Lにつき 0.3mg以下 

六価クロム化合物 検液 1Lにつき 0.05mg以下 土壌 1kgにつき 250mg以下 検液 1Lにつき 1.5mg以下 

シアン化合物 検液中に検出されないこと 
遊離シアンとして土壌 1kg につ
き 50mg以下 検液 1Lにつき 1mg以下 

水銀及びその化合物 検液 1Lにつき 0.0005mg以下 
土壌 1kgにつき 15mg以下 

検液 1Lにつき 0.005mg以下 

 うちアルキル水銀 検液中に検出されないこと 検液中に検出されないこと 

セレン及びその化合物 検液 1Lにつき 0.01mg以下 土壌 1kgにつき 150mg以下 検液 1Lにつき 0.3mg以下 

鉛及びその化合物 検液 1Lにつき 0.01mg以下 土壌 1kgにつき 150mg以下 検液 1Lにつき 0.3mg以下 

ひ素及びその化合物 検液 1Lにつき 0.01mg以下 土壌 1kgにつき 150mg以下 検液 1Lにつき 0.3mg以下 

ふっ素及びその化合物 検液 1Lにつき 0.8mg以下 土壌 1kgにつき 4,000mg以下 検液 1Lにつき 24mg以下 

ほう素及びその化合物 検液 1Lにつき 1mg以下 土壌 1kgにつき 4,000mg以下 検液 1Lにつき 30mg以下 

シマジン 

農
薬
等 

（

第
３
種
特
定 

 

有
害
物
質
） 

検液 1Lにつき 0.003mg以下  検液 1Lにつき 0.03mg以下 

チウラム 検液 1Lにつき 0.006mg以下 検液 1Lにつき 0.06mg以下 

チオベンカルブ 検液 1Lにつき 0.02mg以下 検液 1Lにつき 0.2mg以下 

PCB 検液中に検出されないこと 検液 1Lにつき 0.003mg以下 

有機りん化合物 検液中に検出されないこと 検液 1Lにつき 1mg以下 

注）1. 指定基準は，都道府県知事等が「指定区域」を指定する際の基準。 
2. 土壌溶出量基準は，地下水等の摂取によるリスクに係る基準。 
3. 土壌含有量基準は，直接摂取によるリスクに係る基準。 
4. 第 2溶出量基準は，汚染土壌の除去等の措置に係る基準。 
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5.函館市内の公園，緑地等 
 ここでは，第３章７(1)公園･緑地の状況で取り上げている都市公園のうち，総合公園（一部を除く。），広

域公園，一部の緑地，歴史公園を紹介しています。 

都市公園等 概      要 

総
合
公
園 

函館公園 1879(明治 12)年に開園した近代日本の代表的な都市公園の一つ。2006(平成 18)
年に「登録記念物(※1)」となり，「日本の歴史公園 100 選」や「北の造園遺産」
に選定されている。当時のイギリス領事ユースデンの「病人にも病院が必要なよ
うに健康な人にも休養する場所が必要」との言葉に賛同した多くの市民から資金
や労力の提供が相次ぐなど，市民参加で造築された全国でも類のない公園である。 
 園内は造成当時の原型がよく留められ，約 400 本が開花する桜の名所となって
いる。秋の紅葉も美しい。北海道記念保護樹木に指定された黒松（高田屋の松）
や北海道では希少な孟宗竹の竹林もある。 

見晴公園 
（国指定名勝 
「旧岩船氏庭園 
（香雪園）」） 

見晴公園内の香雪園は，函館市の素封家岩船峯次郎が，1898(明治 31)年頃から
造成した本格的「風景式庭園」で，岩船家別荘として使われていたが，商売繁盛
の恩返しに公衆トイレや芝生広場をつくり，1927(昭和２)年から市民に無料開放
した。1955(昭和 30)年に市と岩船家との間で無償賃借契約が締結され，隣接する
ゴルフ場を含め「見晴公園」として都市計画決定された。1959(昭和 34)年に市が
土地を買収した後，数次の都市計画変更を経て函館市最大の総合公園となった。 
 園内には，茶室風の園亭，渓流や煉瓦造の温室などからなる庭園空間が広がっ
ている。2001(平成 13)年に文化財保護法に基づく「名勝（※2）」の指定を受け，
「旧岩船氏庭園（香雪園）」の名称で北海道唯一の国指定文化財庭園となった。
「日本の歴史公園 100 選」，「北の造園遺産」にも選定されており，園内にはソ
メイヨシノをはじめとしたサクラが点在し，カエデを中心に約 150 種類の庭木の
ほか，ヒトリシズカやチゴユリ，ユキザサなど多くの花々も植えられている。秋
の紅葉も見事である。 

市民の森 1989(平成元）年に開園。一周 2.3km の園路があり，ジョギングや歩くスキーが
楽しめるほか，「ピクニックの丘」，「見晴しの丘」，「ミズバショウと木の道」
など自然を満喫できる空間が形成されている。 
また，道内最大規模のアジサイ園があり，約 1 万 3 千株のアジサイが咲き誇る

様は素晴らしい。 
白石公園 1999(平成 11)年にオープンした，旧函館市域の東部，白石町の小高い丘に位置

するオートキャンプ場とパークゴルフ場からなる公園。 

広
域
公
園 

北海道立 
道南四季の杜公園 

道南初の道立公園。2003(平成 15)年に一部，2005(平成 17)年に全面オープン。 
 公園は花の丘，野原の丘など４つのゾーンに分かれており，北海道ではここだ
けと言うくらいのヒースの花壇が美しい。ハナイカダ，オオバナノエンレイソウ
などの花々やカツラ，マユミ，ミズナラなどの樹木，アカゲラ，オオルリ，ヤマ
ガラなどの野鳥，ユキウサギなどの小動物に出会える。 

緑

地 

函館山緑地 函館山は，明治末期から 1945(昭和 20)年まで半世紀にわたり，要塞として市民
の立ち入りが禁止されたことから，良好な自然が保たれ，約 600 種の植物と 150
種の野鳥が分布・生息する自然の宝庫となっており，歴史的な背景により保全さ
れた函館山は，「函館山と砲台跡」の名称で北海道遺産に選定されている。 
 市民の憩いの場，レクリエーションの場として広く親しまれているほか，山頂
からの美しい眺望が主要な観光資源ともなっている。また，北の造園遺産，森林
浴の森百選にも選定されている。 

湯川黒松林 金森倉庫の創業者・初代渡辺熊四郎が私財を投じて 1889（明治 22）年から造林
した北海道最初の防風防砂林。湯の川温泉街の中に 900 本余の黒松が生え，敷地
内にはベンチもあって，黒松の間をゆっくりと散策することができる。夏にはハ
マナスの花も目を楽しませてくれる。 

歴
史
公
園 

五稜郭公園 
(国指定特別史跡
「五稜郭跡」） 

1864(元治元)年に竣工した我が国最初の西洋式城塞。竣工当初には奉行所が置
かれ，蝦夷地における政治の中心地であったが，戊辰戦争最後の戦いとなる箱館
戦争の舞台となった。奉行所は 1871(明治 4)年に解体されたが，2010(平成 22)年
に復元された。 
 1914(大正３)年に「五稜郭公園」として一般開放。1952(昭和 27)年に国の「特
別史跡(※3)の指定を受け、以後国民的遺産として保護・保存の措置が図られてき
た。約 1,600 本の桜の名所ともなっている。また，二の橋を渡った先にある藤棚
が，春には見事な薄紫色の花のトンネルとなる。 
水をたたえた堀の周辺をジョギングや散策する人も多く，市民の憩いの場とな

っている。北海道遺産，日本の歴史公園 100 選に選定されている。 
※１ 登録記念物：文化財保護法に基づき，我が国にとって芸術上また観賞上価値の高いもの等を記念物とし，その価値に

鑑み保存及び活用のための措置が特に必要とされるもののうち，文部科学大臣によって文化財登録原簿に登録されたも
の。2020(令和 2)年 4 月 1 日現在，117 件が登録されている。 

※２ 名勝，史跡：文化財保護法に基づき，文部科学大臣が，記念物のうち重要なものを史跡，名勝，天然記念物に指定。
2020(令和 2)年 4 月 1 日現在，「名勝」は 422 件，「史跡」は 1,847 件が指定されている。 

※３ 特別史跡：文化財保護法に基づき，文部科学大臣が，史跡，名勝，天然記念物のうち特に重要なものを特別史跡，特
別名勝，特別天然記念物に指定。「特別史跡」は 2020(令和 2)年 4 月 1 日現在，63 件が指定されている。 
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6.用語解説
 
(1)地球環境関係 

 
ＳＤＧｓ 

2015(平成27)年9月の国連サミットで採択された「持
続可能な開発のための2030アジェンダ」にて記載さ
れた2030(令和12)年までの国際目標。持続可能な世
界を実現するための17のゴール・169のターゲットから
構成されています。 

 
温室効果ガス 
地球から放出されるエネルギーを吸収・反射する

性質があり，濃度が高くなると大気中や地表にとどま
る熱が多くなることから地表の温度が上昇する効果を
持つ気体をいいます。主なものに二酸化炭素やメタ
ン，フロンなどがあります。 
 
酸性雨 
二酸化硫黄，窒素酸化物等の大気汚染物質は，

大気中で硫酸，硝酸等に変化し再び地上に戻ってき
ます。それには，雲を作っている水滴に溶け込んで
雨や雪などの形で沈着する湿性沈着と，ガスや粒子
の形で沈着する乾性沈着の 2 種類があります。当初
はもっぱら酸性の強い（pH の低い）雨のことのみに関
心が寄せられていましたが，現在ではより幅広く，湿
性沈着および乾性沈着を併せたものとしてとらえられ
ています。 
 
フロン 
フッ素を含むハロゲン化炭化水素の総称で，クロロ

フルオロカーボンの略。フロンは半導体などの洗浄，
自動車のクーラー，冷蔵庫の冷媒，スプレーの噴射
剤，ウレタンフォームの発泡剤などに幅広く用いられ
てきましたが，太陽の紫外線によって分解され，オゾ
ン層を破壊することから，特定のフロン（フロン 11，フ
ロン 12，フロン 113，フロン 114，フロン 115）の生産は
1995(平成 7)年 12月をもって全廃されました。 
 
レッドリスト 
絶滅のおそれのある野生生物の種のリスト。国際

的には国際自然保護連合（ＩＵＣＮ）が作成しており，
国内では，環境省のほか，地方公共団体やＮＧＯな
どが作成しています。 
 
 

(2)大気関係 
 
環境基準 
環境基本法に基づき定められている公害対策を進

めるための行政上の目標値のことをいいます。 
大気汚染については，人の健康を保護する目的で

定められています。 
 
排出基準 
大気汚染防止法などで規制を受ける工場などが守

らなければならないばい煙（燃焼などにより発生する
煙）についての基準のことです。 
 
ｐｐｍ（ピーピーエム） 

100 万分率のことで，パーセント（％：百分率）やパ
ーミル（‰：千分率）と同様，割合を示す単位です。 

1ppm とは，1m3（1,000L）の中に汚染物質などが
1cm3（1cc）含まれている状態をいいます。 

 
２％除外値，９８％値 
大気汚染に関する環境基準の長期的評価に用い

ます。 
1年分の1日平均値を順に並べ，高い方から2％の

範囲にあるものを除いたときの最高値を 2％除外値，
低い方から98％に相当するものを98％値といいます。 
二酸化硫黄，浮遊粒子状物質は 2％除外値，二酸

化窒素は 98％値で評価します。 
 
微小粒子状物質（PM2.5），浮遊粒子状物質，浮遊

粉じん，降下ばいじん 
大気中を浮遊するほこりは，粒径の違いなどにより

次のように分けられます。 

環境基準は，このうちの微小粒子状物質（PM2.5）
と浮遊粒子状物質の濃度で定められています。 

 
Ｎm３（ノルマル立方メートル），m３

Ｎ（立方メートルノルマル） 
気体は温度や圧力によって体積が大きく変化する

ため，基準となる一定条件下の体積で示す必要があ
ります。どちらも，0℃，1 気圧の状態に換算した気体
の体積のことです。 

 
 
 
 
 
 

雨などと一緒に落ちてくる，粒の

大きなほこりです。 

デポジットゲージというビンに，

雨などで落ちてくるほこりを集め

ます。 

降下ばいじん 

大気中に浮遊する細かいほこ

りです。 

浮遊粉じん 

浮遊粉じんの中でもより

細かく，肺の奥にまで入るた

め人体に与える影響の大き

いものをいいます。 

直径10ﾐｸﾛﾝ(0.01mm)以下

のほこりです。 

浮遊粒子状物質 

浮遊粒子状物質のうち

更に細かく，肺のより深

部にまで入る確率が高

く，人体に与える影響の

大きいものをいいます。 

直 径 2.5 ﾐ ｸ ﾛ ﾝ

（0.0025mm）以下の非常

に細かなほこりです。 

微小粒子状物質 
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函館市ＡＮＳＩＮメール 
市民が安心・安全に生活するための情報や，緊急

の市政情報などを電子メールによる配信するサービ
スです。 
利用するためには，必要な情報カテゴリの登録が

必要となります。 
 
μｇ（マイクログラム），ｎｇ（ナノグラム），ｐｇ（ピコグラム） 
重量を表す単位のことで，1μｇが 10－６ｇ，1ｎｇが 

10－９ｇ，1ｐｇが 10－１２ｇです。 
 
ＴＥＱ（毒性等価換算濃度） 
ダイオキシン類の量をダイオキシン類の中で最も毒

性の強い 2,3,7,8-ＴＣＤＤの量に換算したものです。 
 
都市･生活型公害 

主に私たちの日常生活にともなって発生する生活

環境の悪化のことで，自動車からの排出ガスによる大

気汚染や生活排水による水質汚濁，近隣騒音などが

あげられます。 

 
低公害車 
一般には大気汚染物質の排出量や騒音が少ない

自動車のことを指し，電気自動車，メタノール自動
車，天然ガス自動車，ハイブリッド自動車などがありま
す。 
 
エコドライブ 
省エネルギー，二酸化炭素や大気汚染物質の排

出削減のための運転技術をいいます。 
 主な内容は，アイドリングストップを励行し，経済速
度の遵守，急発進や急加速，急ブレーキを控えるこ
と，適正なタイヤ空気圧の点検などがあげられます。 
 
 

(3)水質関係 
 
公共用水域 
河川，湖沼，海域などの水域やこれらに接続して

いる水路など公共性を持つ水域のことをいいます。 
 
環境基準 
環境基本法に基づき定められている公害対策を進

めるための行政上の目標値のことをいいます。 
水質汚濁については，人の健康の保護に関する

項目と生活環境の保全に関する項目があります。 
 
ｐＨ（水素イオン濃度指数） 
酸性，アルカリ性の度合いを示す指数。 
7.0 が中性で，これより値が小さいと酸性，大きいと

アルカリ性となります。 
 
ＢＯＤ（生物化学的酸素要求量） 
水質の有機的な汚れの程度を表わす指標の一つ

で，水中の有機物は好気性微生物の作用を受けて
徐々に酸化，分解され安定化していきます。この過程
で消費される酸素量をＢＯＤ値といい，環境基準で
は，河川の汚濁指標として採用されており，この値が
大きいほど汚濁が著しいことになります。 

 
 
 
 
 

ＣＯＤ（化学的酸素要求量） 
水質の有機的な汚れの程度を表わす指標の一つ

で，水中の有機物等を酸化剤によって化学的に酸化
する際に消費される酸化剤の量を酸素量に換算した
もので，環境基準では海や湖沼の汚濁の指標として
採用されており，この値が大きいほど汚濁が著しいこ
とになります。 

 
ＤＯ（溶存酸素量） 
水中に溶けている酸素の量をいいます。水が汚れ

ていると，有機物が分解される際，水中の酸素が消
費されるためＤＯは低くなります。 
 
ＳＳ（浮遊物質量） 
水中に懸濁している不溶性物質の量をいいます。

この値が大きいほど水は濁っており，川などの自浄作
用を阻害するなどの悪影響が出ます。 

 
大腸菌群数 
ヒトおよび動物の腸内に存在する大腸菌および類

似の細菌群の数のことをいい，大腸菌群数試験によ
りヒトのし尿や動物のふん尿などによる汚染の有無お
よびその程度を知ることができます。 

 
類型 
生活環境の保全に関する環境基準のランクのこと

で，その水域の利水状況などを勘案して都道府県知
事が指定します。 
河川はＡＡからＥまでの 6 ランク，湖沼はＡＡからＣ

までの 4 ランク，海域はＡ，Ｂ，Ｃの 3ランクがあります。 
 
７５％値 
ＢＯＤ，ＣＯＤについての環境基準の評価に用いま

す。1年間の日間平均値（ｘ個）を順に並べ，小さい方
から（x×0.75）番目の値をいい，この値が環境基準値
以下であれば環境基準を達成したことになります。  

 
規制基準 
水質汚濁防止法などで規制を受ける工場などが守

らなければならない排水基準のことです。環境基準と
同じく，人の健康の保護に関する項目(有害物質：す
べての工場等に適用)と生活環境の保全に関する項
目（日平均排水量 50 m３/日以上の工場等に適用）
があります。 
また，全国一律の排水基準と，都道府県知事が水

域を限って条例で定める，より厳しい上乗せ排水基
準があります。 

 
 
(4)騒音・振動・悪臭関係 

 
時間帯 
環境基準などでの時間の区分のことをいい，昼 (6

～22時),夜(22時～翌 6時)，2区分があります。 
 
環境基準 
環境基本法に基づき定められている公害対策を進

めるための行政上の目標値のことをいいます。 
騒音については，良好な生活環境を保全する目的

で定められていますが，振動や悪臭については定め
られていません。 
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要請限度 
自動車からの騒音や振動がこの基準を超え，周辺

の生活環境が著しくそこなわれていると判断される場
合には，公安委員会や道路管理者に対して交通規
制や道路の改善などを求めることができます。 

 
デシベル（ｄＢ） 
音や振動などのエネルギーの強さを表す単位で

す。 
 
航空機騒音 
航空機の運行にともなう騒音のことで，時間帯補

正等価騒音レベル（Lden）で評価します。 
 
規制基準 
騒音規制法，振動規制法，悪臭防止法などで規制

を受ける工場などが守らなければならない基準のこと
です。 
また，函館市公害防止条例では拡声機に対しても

音量や使用時間についての基準が定められていま
す。 

 
特定建設作業 
建設作業の中でも，大きな騒音・振動が発生するく

い打工事などが該当します。このほか，さく岩機など
を使用する作業，空気圧縮機を使用する作業などが
あります。 

 
等価騒音レベル(LAeq) 
変動する騒音レベルのエネルギー的平均値で，国

際的に広く採用されているものであり，1999(平成 11)
年 4 月にそれまでの中央値での評価に代わり，環境
基準の新評価手法として採用されています。 

 
自動車騒音の面的評価 
幹線道路に面した地域において，騒音の環境基

準をどの程度満足しているかを示す，道路交通騒音
の評価方法です。国道・道道および 4 車線以上の市
道などの幹線道路に面する地域での騒音を道路端
から 50ｍの範囲にある全ての住居などを対象に，実
測値や推計により騒音レベルの状況を把握し，環境
基準に適合している戸数の割合で評価します。 

 
 

(5)土壌関係 
 
環境基準 

環境基本法に基づき定められている公害対策を進

めるための行政上の目標値をいいます。 

地下水への溶出の観点や，人の健康項目を対象

に基準が定められています。 

 

指定基準 

土壌汚染対策法に基づき，特定有害物質に汚染

されているかどうかの判断になる基準で，溶出量基

準，含有量基準および第２溶出量基準の３つの基準

があります。 

 

溶出量基準 

指定基準のひとつ。土壌中の有害物質が地下水

に溶けだし，地下水を飲用することで有害物質を取り

込むことを防止する観点から定められた基準。 
 

含有量基準 

指定基準のひとつ。有害物質を含む土壌を直接摂

取するのを防止する観点から，土壌中に含まれる重

金属について定めた基準。 

 
  

(6) 自然・快適環境関係 
 

ビオトープ 

Bio（生物）と Tope（場所）の合成語で，「生物の生

息空間」を意味します。生物が生存できるような環境

を構成する水，大気，土などと動植物や微生物など

の生態系を維持している一定の場所という意味として

つかわれます。 

 

生態系に配慮した川づくり 

荒廃渓流における生態系の回復，魚類の良好な

生息環境を維持・創出するための産卵場の造成，魚

道の整備など，生態系に配慮した川の整備のことで，

環境省・国土交通省を中心に推進されています。 

 

低低水路 

生態系に配慮するため，川床部を通常より掘り込

んで小さな水路を設置し，渇水時においても常時の

流速や水位を確保するため設けるものです。 

 

緩傾斜護岸 

護岸勾配を緩くすることで，容易に河川の水際に

降りていき，水と親しめるように配慮した護岸のことで

す。 

 

水循環 

「降水→土壌水→地下水→地表水（湖沼・河川）→

海洋」という循環系をいいます。 

 

水源かん養林 

森林が持つ洪水緩和作用，渇水緩和作用の二つ

の機能を維持するために，山地の水源地帯に保存あ

るいは造林された森林のことをいいます。 

 

鳥獣保護区 

野生鳥獣の保護・増殖を図るために狩猟を禁止す

る区域のことをいいます。 

 

都市景観形成地域 

函館らしい歴史と文化を表現し，形づくっている

景観を有する地域や計画的に都市景観の形成を図

っていく必要のある地域など，函館市都市景観条例

に基づき指定される地域です。 

 

都市公園 

「都市公園法」などに基づき計画的に整備が進め

られている公園であり，良好な都市環境を形成し，公

害を緩和し，災害時の避難地避難路として機能する

とともに，スポーツ，文化など増大する多様な需要に

応えるために不可欠なオープンスペースとして位置

付けられます。 
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(7)廃棄物・エネルギー関係 

 

資源循環型社会 

廃棄より再使用・再生利用を第一に考え，新たな

資源の投入を出来るだけ抑えると同時に，自然生態

系に戻す排出物の量を最小限とし，環境をかく乱しな

いようにする社会のことをいいます。 

 

中間処理 

最終処分（埋立処分）または資源利用する前の段

階で行う廃棄物の粉砕や脱水などの処理のことをい

います。 

 

野焼き 

資材置場，個人住宅，建設作業現場，農地，木工

工場などでゴミ焼きをすること。ダイオキシン類の発生

要因となるだけでなく，悪臭苦情の原因にもなってい

ます。 

 

コンポスト 

堆肥のこと。堆肥は元来農家で動植物原料から作

る有機肥料であるが，最近は，廃棄物の資源化と農

地の地力回復の観点から都市ごみ，特に生ごみを利

用する方式が注目されています。 

 

自然エネルギー 

太陽エネルギー，地熱，風力，潮力など自然現象

から得られる非枯渇性のエネルギーで，再生可能エ

ネルギーとも言います。化石燃料や核エネルギーと

異なり，廃棄物による環境汚染の心配のないクリーン

なエネルギーとされていますが，供給が安定しない側

面があります。 

 

未利用エネルギー 

ごみ焼却施設やビル･工場の排熱，下水熱などの

リサイクルエネルギー，河川水･海水･地下水などの

温度差エネルギーなど，今まで利用されていなかっ

たエネルギーを総称したものです。 

 

コージェネレーションシステム 

発電と同時に発生した排熱も利用して，給湯・暖房

などを行うエネルギー供給システム。最近ではオフィ

スビルや病院，ホテル，スポーツ施設などで導入され

つつあります。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(8)環境保全意識など 
 
環境モニター制度 
環境に関する各種アンケート調査への協力や意見

や要望，取り組み事例などの報告を受け，これらを施
策に反映するための制度です。 

 
環境マネジメントシステム 
事業者が環境保全の取り組みを進めるために，自

主的に設定した方針や目標達成に向けて整備した，
工場や事業場内の体制，手続きなどをいいます。 

ISO14001の認証取得などが代表的な事例としてあ
げられます。 
 
環境ネットワーク 
各種環境情報の共有化や環境活動における連携

をさし，パートナーシップの考え方に基づく地域環境
活動の推進を図る目的でつくりあげるものです。 

 
エコマーク商品 
環境保全に役立つものとして認定を受けた商品に

付けられているマークで，財団法人日本環境協会が
平成元（1989）年から実施している事業です。古紙再
利用の紙製品や，廃木材再生品，フロンガスを使わ
ないスプレーなどが対象となっています。 
 
グリーン購入 
エコマーク商品など環境に与える負荷ができるだ

け小さい製品を優先的に購入することで，国では「国
等による環境物品等の調達の推進等に関する法律
（グリーン購入法）」を制定し，国の機関や地方自治
体などでのグリーン購入の推進を図っています。 
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7.関係条例 

 

(1) 函館市環境基本条例 （平成 11年 9月 29日条例第 38号） 
 

目次 

前文 

第１章 総則（第１条～第６条） 

第２章 環境の保全および創造に関する基本的施策（第７条～第

３１条） 

第３章 地球環境保全の推進のための施策（第３２条・第３３条） 

第４章 環境審議会（第３４条～第４１条） 

附則 

 

函館市は，北海道の南端部に位置し，温暖な気候，豊かな自然，

さわやかな空気，おいしい水に恵まれ，我が国最初の国際貿易港と

して開港して以来，外国の文明を積極的に取り入れることにより国

際性豊かな歴史と文化をはぐくみ，異国情緒あふれるまちへと成長

し，交通の要衝として，また，高度な都市機能を持つ南北海道の政

治，経済および文化の中心地として発展を続けてきた。 

しかし，経済的発展や都市化の進展は，私たちの生活を便利にし

た反面，資源やエネルギーの大量消費により身近な環境にさまざま

な影響を及ぼし，更には人類の生存基盤である地球全体の環境をも

脅かすまでに至っている。 

私たちは，健康で文化的な生活を営むことのできる良好な環境を

享受する権利を有するとともに，身近な自然環境や生活環境，更に

はかけがえのない地球環境を保全し，良好な状態で将来の世代に引

き継ぐ責務を負っている。 

今，２１世紀を迎えるに当たり，私たちは，資源の循環的な利用

等により，環境に負荷を与えている社会経済活動や生活様式を見直

すとともに，人間もまた自然の生態系を構成する一員であるという

自覚の下に，人間と自然との共生関係の回復を目指し，地域はもと

より世界の人々と協力して環境の保全に努めなければならない。 

このような考え方に立ち，函館市に集うすべての人々が，環境へ

の負荷の少ない社会の実現に向け，自ら参加し，行動することで，

良好な環境を保全し，ならびに快適な環境を維持し，および創造す

るとともに，かけがえのない地球環境の保全に貢献していくため，

この条例を制定する。 

 

第１章 総則 

（目的） 

第１条  この条例は，良好な環境の保全ならびに快適な環境の維持

および創造（以下「環境の保全および創造」という。）について，

基本理念を定め，ならびに市民，事業者および市の責務を明らか

にするとともに，環境の保全および創造に関する施策の基本的な

事項を定めることにより，環境の保全および創造に関する施策を

総合的かつ計画的に推進し，もって現在および将来の市民が健康

で文化的な生活を営む上で必要とする良好な環境を確保するこ

とを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において，次の各号に掲げる用語の意義は，それ

ぞれ当該各号に定めるところによる。 

(1) 環境への負荷 人の活動により環境に加えられる影響であ

って，環境の保全上の支障の原因となるおそれのあるものをい

う。 

(2) 地球環境保全 人の活動による地球全体の温暖化またはオ

ゾン層の破壊の進行，海洋の汚染，野生生物の種の減少その他

の地球の全体またはその広範な部分の環境に影響を及ぼす事

態に係る環境の保全であって，人類の福祉に貢献するとともに

市民の健康で文化的な生活の確保に寄与するものをいう。 

(3) 公害 環境の保全上の支障のうち，事業活動その他の人の

活動に伴って生ずる相当範囲にわたる大気の汚染，水質の汚濁

（水質以外の水の状態または水底の底質が悪化することを含

む。），土壌の汚染，騒音，振動，地盤の沈下（鉱物の掘採のた

めの土地の掘削によるものを除く。）および悪臭によって，人

の健康または生活環境（人の生活に密接な関係のある財産なら

びに人の生活に密接な関係のある動植物およびその生育環境

を含む。以下同じ。）に係る被害が生ずることをいう。 

（基本理念） 

第３条 環境の保全および創造は，市民が健康で文化的な生活を営

む上で必要とする良好な環境を確保し，これを将来の世代へ引き

継いでいくことを目的として行われなければならない。 

２ 環境の保全および創造は，本市に集うすべての人々が自らの活

動と環境とのかかわりを認識し，環境に十分配慮することにより，

環境への負荷が少なく，持続的に発展することができる社会を構

築することを目的として行われなければならない。 

３ 環境の保全および創造は，市民，事業者および市がそれぞれの

責務を自覚し，自主的かつ積極的に取り組むとともに，相互に協

力し，連携することにより推進されなければならない。 

４ 地球環境保全は，市民，事業者および市が自らの課題としてと

らえ，それぞれの事業活動および日常生活において積極的に推進

されなければならない。 

（市民の責務） 

第４条 市民は，環境の保全上の支障を防止するため，その日常生

活に伴う環境への負荷の低減に努めなければならない。 

２ 前項に定めるもののほか，市民は，環境の保全および創造に自

ら積極的に努めるとともに，市が実施する環境の保全および創造

に関する施策に協力する責務を有する。 

（事業者の責務） 

第５条 事業者は，その事業活動を行うに当たっては，これに伴っ

て生ずる廃棄物等の適正な処理その他の公害を防止し，または自

然環境を適正に保全するために必要な措置を講ずる責務を有す

る。 

２ 事業者は，環境の保全上の支障を防止するため，物の製造，加

工または販売その他の事業活動を行うに当たって，その事業活動

に係る製品その他の物が廃棄物となった場合にその適正な処理

が図られることとなるように必要な措置を講ずる責務を有する。 

３ 前２項に定めるもののほか，事業者は，環境の保全上の支障を

防止するため，物の製造，加工または販売その他の事業活動を行

うに当たって，その事業活動に係る製品その他の物が使用されま

たは廃棄されることによる環境への負荷の低減に資するように

努めるとともに，その事業活動において，再生資源その他の環境

への負荷の低減に資する原材料，役務等を利用するように努めな

ければならない。 

４ 前３項に定めるもののほか，事業者は，その事業活動に関し，

これに伴う環境への負荷の低減その他環境の保全および創造に

自ら積極的に努めるとともに，市が実施する環境の保全および創

造に関する施策に協力する責務を有する。 

（市の責務） 

第６条 市は，環境の保全および創造に関する基本的かつ総合的な

施策を策定し，および実施する責務を有する。 

２ 市は，環境に影響を及ぼすと認められる施策の策定および実施

に当たっては，環境の保全および創造について配慮しなければな

らない。 

 

第２章 環境の保全および創造に関する基本的施策 

（施策の策定等に係る基本方針） 

第７条 環境の保全および創造に関する施策の策定および実施は，

第３条に定める環境の保全および創造についての基本理念にの

っとり，次に掲げる事項を基本として，各種の施策相互の有機的

な連携を図りつつ，総合的かつ計画的に推進するものとする。 

(1) 人の健康が保護され，および生活環境が保全されるよう，

大気，水，土壌等が良好な状態に保持されること。 

(2) 生態系の多様性の確保，野生生物の種の保存その他の生物

の多様性の確保が図られるとともに，森林，緑地，水辺等にお

ける多様な自然環境が保全されること。 

(3) 自然との豊かな触合いを確保するとともに，地域の個性を

生かした都市景観の形成および歴史的文化的遺産の保全に努

め，潤いと安らぎのある快適な環境を創造すること。 

(4) 地球環境保全に資する環境への負荷の少ない循環型社会を

構築するため，資源の循環的な利用，廃棄物の減量およびエネ

ルギーの有効利用を積極的に推進すること。 

（環境基本計画） 

第８条 市長は，環境の保全および創造に関する施策を総合的かつ

計画的に推進するため，函館市環境基本計画（以下「環境基本計
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画」という。）を定めなければならない。 

２ 環境基本計画は，次に掲げる事項について定めるものとする。 

(1) 環境の保全および創造に関する目標 

(2) 環境の保全および創造に関する施策の方向 

(3) 前２号に掲げるもののほか，環境の保全および創造に関する

重要事項 

３ 市長は，環境基本計画を定めるに当たっては，市民および事業

者の意見を反映することができるように必要な措置を講じなけ

ればならない。 

４ 市長は，環境基本計画を定めるに当たっては，あらかじめ函館

市環境審議会の意見を聴かなければならない。 

５ 市長は，環境基本計画を定めたときは，遅滞なくこれを公表し

なければならない。 

６ 前３項の規定は，環境基本計画の変更について準用する。 

（環境白書） 

第９条 市長は，毎年，市民に環境の状況，環境への負荷の状況お

よび環境基本計画に基づき実施された施策の状況を明らかにす

るため，函館市環境白書を作成し，公表するものとする。 

（環境影響評価の措置） 

第10条 市は，環境に著しい影響を及ぼすおそれのある事業を行う

事業者が，あらかじめその事業に係る環境への影響について自ら

適正に調査，予測または評価を行い，その結果に基づき，環境の

保全について適正な配慮をすることができるように必要な措置

を講ずるものとする。 

（規制等の措置） 

第11条 市は，公害の原因となる行為および自然環境の適正な保全

に支障を及ぼすおそれがある行為に関し，必要な規制の措置を講

じなければならない。 

２ 前項に定めるもののほか，市は，環境の保全上の支障を防止す

るため，指導，助言その他の必要な措置を講ずるように努めなけ

ればならない。 

（経済的措置） 

第12条 市は，市民および事業者が環境への負荷の低減のための施

設の整備その他の環境の保全に資する措置をとることを助長す

るため必要があるときは，適正な助成その他の措置を講ずるよう

に努めるものとする。 

２ 市は，環境への負荷の低減を図るため，特に必要があるときは，

市民または事業者に適正かつ公平な経済的な負担を求める措置

を講ずるものとする。 

（環境の保全および創造に関する施設の整備等） 

第13条 市は，下水道，廃棄物の公共的な処理施設その他の環境の

保全上の支障の防止に資する公共的施設の整備を図るため，必要

な措置を講ずるものとする。 

２ 市は，公園，緑地その他の公共的施設の整備その他の自然環境

の適正な整備および健全な利用のための事業を推進するため，必

要な措置を講ずるものとする。 

（資源の循環的な利用等の促進） 

第14条 市は，環境への負荷の低減を図るため，市民および事業者

による資源の循環的な利用，廃棄物の減量およびエネルギーの有

効利用が促進されるように必要な措置を講ずるものとする。 

２ 市は，環境への負荷の低減を図るため，市の施設の建設および

維持管理その他の事業の実施に当たって，資源の循環的な利用，

廃棄物の減量およびエネルギーの有効利用に努めるものとする。 

（海域，河川等の水質の保全等） 

第15条 市は，良好な水環境を保全するため，海域，河川等の水質

の保全，親水性の高い水辺空間の創造，海岸線の維持その他の必

要な措置を講ずるものとする。 

（森林および緑地の保全等） 

第16条 市は，人と自然とが共生できる基盤としての緑豊かな環境

を確保するため，森林および緑地の保全，緑化の推進その他の必

要な措置を講ずるものとする。 

（野生生物の生育環境の保全等） 

第17条 市は，野生生物の多様性を損なうことのないよう適正に保

護するため，その生息環境の保全その他の必要な措置を講ずる

ものとする。 

（夜景等の保全等） 

第18条 市は，自然と調和した魅力ある都市景観の形成を図るため，

夜景および歴史的文化的遺産の保全ならびに地域の特性に配慮

した良好な町並みの形成その他の必要な措置を講ずるものとす

る。 

（美観の維持） 

第19条 市は，美観の維持およびその意識の高揚を図るため，ごみ

の散乱の防止その他の必要な措置を講ずるものとする。 

（環境への負荷の低減に資する製品等の利用の促進） 

第20条 市は，環境への負荷の低減に資する製品等の積極的な利用

に努めるとともに，市民および事業者による当該製品等の利用が

促進されるように必要な措置を講ずるものとする。 

（環境の保全および創造に関する教育および学習の推進） 

第21条 市は，市民および事業者が環境の保全および創造について

の理解を深めるとともに，これらの者の環境の保全および創造に

関する活動を行う意欲が増進されるように，環境の保全および創

造に関する教育および学習を推進するものとする。 

２ 前項の場合において，市は，特に児童および生徒の環境の保全

および創造に関する教育および学習を積極的に推進するため，必

要な措置を講ずるものとする。 

（市民等の意見の反映等） 

第22条 市は，環境の保全および創造に関する施策に，市民，事業

者およびこれらの者の組織する民間の団体（以下この条および次

条において「民間団体」という。）の意見を反映することができ

るように必要な措置を講ずるとともに，その施策の推進に当たっ

ては，市民，事業者および民間団体の参加の機会の確保に努める

ものとする。 

（市民等の自発的な活動の促進） 

第23条 市は，市民，事業者または民間団体による環境の保全およ

び創造に関する自発的な活動が促進されるように必要な支援の

措置を講ずるものとする。 

（事業者の環境管理に関する取組の促進） 

第24条 市は，事業者がその事業活動に伴う環境への負荷を低減す

るよう自主的な管理を行うことを促進するため，必要な支援の措

置を講ずるものとする。 

（情報の提供） 

第25条 市は，第２１条の規定による環境の保全および創造に関す

る教育および学習の推進ならびに第２３条の規定による環境の

保全および創造に関する自発的な活動の促進に資するため，環境

の保全および創造に関する必要な情報を適切に提供するように

努めるものとする。 

（調査および研究の実施） 

第26条 市は，環境の保全および創造に資するため，必要な調査お

よび研究の実施に努めるものとする。 

（監視等の体制の整備） 

第27条 市は，環境の状況を的確に把握するため，必要な監視，測

定，試験および検査の体制の整備に努めるものとする。 

（事業者との協定） 

第28条 市長は，事業活動に伴う環境への負荷の低減を図るため特

に必要があるときは，事業者との間で環境への負荷の低減に関す

る協定を締結するものとする。 

（国および他の地方公共団体との協力） 

第29条 市は，市の区域外に及ぶ環境への負荷の低減に努めるとと

もに，環境の保全および創造のために広域的な取組を必要とする

施策については，国および他の地方公共団体と協力して，その推

進に努めるものとする。 

（施策の推進体制の整備） 

第30条 市は，各機関が緊密に連携して，環境の保全および創造に

関する施策の調整を図るとともに，施策を積極的に推進するため

の体制を整備するものとする。 

（財政上の措置） 

第31条 市は，環境の保全および創造に関する施策を推進するため，

必要な財政上の措置を講ずるように努めるものとする。 

 

第３章 地球環境保全の推進のための施策 

（地球の温暖化の防止等に関する施策の推進） 

第32条 市は，地球環境保全に資するため，地球の温暖化の防止，

オゾン層の保護等に関する施策を積極的に推進するものとする。 

（地球環境保全に関する国際協力の推進） 

第33条 市は，地球環境保全に資するため，国，他の地方公共団体

その他の関係機関等と連携し，環境の保全に関する技術，情報等

の提供により，地球環境保全に関する国際協力の推進に努めるも

のとする。 

 

第４章 環境審議会 

（設置） 
第34条 環境基本法（平成５年法律第９１号）第４４条の規定に基
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づき，函館市環境審議会（以下「審議会」という。）を置く。 

（所掌事務） 

第35条 審議会は，市長の諮問に応じ，次に掲げる事項を調査審議

する。 

(1) 環境基本計画に関すること。 

(2) 前号に掲げるもののほか，環境の保全および創造に関する基

本的事項 

２ 審議会は，前項に規定する事項に関し市長に意見を述べること

ができる。 

（組織および委員等） 

第36条 審議会は，委員２５人以内をもって組織する。 

２  委員は，次に掲げる者のうちから市長が委嘱する。 

(1) 学識経験のある者 

(2) 関係行政機関の職員 

(3) その他市長が必要と認める者 

３ 審議会に，特別の事項を調査審議するため必要があるときは，

特別委員を置くことができる。 

４ 特別委員は，学識経験のある者のうちから市長が委嘱する。 

５ 委員の任期は，２年とする。ただし，委員が欠けた場合におけ

る補欠の委員の任期は，前任者の残任期間とする。 

６ 職能の故をもって委嘱された委員が，その職を退いたときは，

委員を解嘱されたものとする。 

７ 委員は，再任されることができる。 

８ 特別委員は，当該特別の事項に関する調査審議が終了したとき

は，特別委員を解嘱されたものとする。 

（会長および副会長） 

第37条 審議会に会長および副会長各１人を置く。 

２ 会長および副会長は，委員の互選により定める。 

３ 会長は，審議会を代表し，会務を総理する。 

４ 副会長は，会長を補佐し，会長に事故があるときは，その職務

を代理する。 

（会議） 

第38条 審議会の会議は，会長が招集する。 

２ 会長は，審議会の会議の議長となる。 

３ 審議会の会議は，委員および議事に関係のある特別委員の半数

以上が出席しなければ開くことができない。 

４ 会議の議事は，出席した委員および特別委員の過半数をもって

決し，可否同数のときは，議長の決するところによる。 

（関係者の出席） 

第39条 会長は，必要があると認めるときは，審議会の会議に関係

者の出席を求め，その意見または説明を聴くことができる。 

（庶務） 

第40条 審議会の庶務は，環境部において処理する。 

（補則） 

第41条 この条例に定めるもののほか，審議会の運営に関し必

要な事項は，会長が審議会に諮って定める。 
附 則 

（施行期日） 

１ この条例は，公布の日から施行する。ただし，第４章[中略]の

規定は，平成１１年１２月１日から施行する。 

[以下略] 

 

 

(2) 函館市公害防止条例 （昭和 47年 11月 1日条例第 18号，最終改正：平成 30年 3月 12日条例第 28号） 

 

目次 

第１章 総則（第１条～第６条） 

第２章 公害の防止に関する規制 

第１節 ばい煙発生施設に関する規制（第７条～第 17条） 

第２節 拡声放送に関する規制（第 18条～第 20 条） 

第３節 夜間における騒音の防止（第 21条・第 22条） 

第３章 雑則（第 23条～第 26 条） 

第４章 罰則（第 27条～第 31 条） 

附則 

 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この条例は，函館市環境基本条例（平成 11 年函館市条例

第 38 号）第３条に定める基本理念にのつとり，市民の健康を保

護し，および良好な生活環境を保全するため，公害の発生の防止

について必要な事項を定めることを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において「公害」とは，函館市環境基本条例第２

条第３号に規定する公害をいう。 

２ この条例において「ばい煙」とは，次の各号に掲げる物質をい

う。 

(1) 燃料その他の物の燃焼に伴い発生するいおう酸化物 

  (2) 燃料その他の物の燃焼または熱源としての電気の使用に伴い

発生するばいじん 

(3) 物の燃焼，合成，分解その他の処理（機械的処理を除く。） 

に伴い発生する物質のうち，カドミウムその他の人の健康また

は生活環境に係る被害を生ずるおそれがある物質（第１号に掲

げるものを除く。）であつて規則で定めるもの 

３ この条例において「ばい煙発生施設」とは，工場または事業場

（以下「工場等」という。）に設置される施設でばい煙を発生し，

および排出するもののうち，その施設から排出されるばい煙が大

気の汚染の原因となるもので規則で定めるものをいう。 

（事業者の責務） 

第３条 事業者は，その事業活動に伴つて生ずる公害を防止するた

め，自己の責任において必要な措置を講ずるとともに，市その他

の行政機関が実施する公害の防止に関する施策に協力する責務

を有する。 

（市の責務） 

第４条 市は，市民の健康を保護し，および生活環境を保全する使

命を達成するため，本市の自然的，社会的条件に応じた公害の防

止に関する施策を策定し，およびこれを実施する責務を有する。 

（市民の協力） 

第５条 市民は，市その他の行政機関が実施する公害の防止に関す

る施策に協力するとともに，みずからも公害を発生させることの

ないようにする等，公害の防止に寄与するように努めなければな

らない。 

（公害苦情等の処理） 

第６条 市長は，公害に関する苦情等があつたときは，その実情を

調査し，迅速かつ適切に処理するように努めなければならない。 

 

第２章 公害の防止に関する規制 

第１節 ばい煙発生施設に関する規制 

（規制基準の設定） 

第７条 ばい煙発生施設を設置する工場等の設置者が遵守すべき

基準（以下「規制基準」という。）は，ばい煙発生施設を設置す

る工場等から排出するばい煙の量に関する許容限度について，規

則で定める。 

２ 市長は，前項の規制基準を定め，変更し，または廃止しようと

するときは，函館市環境審議会の意見を聴かなければならない。 

ただし，函館市環境審議会が意見を聴くことを要しないと認

めたものについては，この限りでない。 

（ばい煙の排出の制限） 

第８条 ばい煙発生施設を設置する工場等から，ばい煙を排出する

者は，ばい煙に係る規制基準に適合しないばい煙を排出してはな

らない。 

２ 前項の規定は，一の施設がばい煙発生施設となつた際，現にそ

の施設を設置している者（設置の工事をしている者を含む。）に

ついては，当該施設がばい煙発生施設となつた日から１年間は適

用しない。 

（ばい煙発生施設の届出） 

第９条 工場等にばい煙発生施設を設置しようとする者は，規則で

定めるところにより，次に掲げる事項を市長に届け出なければな

らない。 

(1) 氏名または名称および住所ならびに法人にあつては，その代 

表者の氏名 

(2) 工場等の名称および所在地 

(3) ばい煙発生施設の種類 

(4) ばい煙発生施設の構造および使用の方法 
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(5) ばい煙の処理の方法 

(6) その他規則で定める事項 

（ばい煙発生施設の届出に係る経過措置） 

第 10 条 一の施設がばい煙発生施設となつた際，現に工場等にそ

の施設を設置している者（設置の工事をしている者を含む。）は，

当該施設がばい煙発生施設となつた日から 30 日以内に，規則で

定めるところにより，前条各号に掲げる事項を市長に届け出なけ

ればならない。 

（ばい煙発生施設の構造等の変更の届出） 

第 11 条 前２条の規定による届出をした者は，その届出に係る第

９条第３号から第６号までに掲げる事項の変更をしようとする

ときは，規則で定めるところにより，その旨を市長に届け出なけ

ればならない。 

（計画変更命令等） 

第 12 条 市長は，第９条または前条の規定による届出があつた場

合において，その届出に係るばい煙発生施設に係るばい煙の量が，

当該ばい煙発生施設に係る規制基準に適合しないと認めるとき

は，その届出を受理した日から 30 日以内に限り，その届出をし

た者に対し，その届出に係るばい煙発生施設の構造もしくは使用

の方法もしくはばい煙の処理の方法に関する計画の変更（前条の

規定による届出に係る計画の廃止を含む。）または第９条の規定

による届出に係るばい煙発生施設の設置に関する計画の廃止を

命ずることができる。 

（実施の制限） 

第 13条 第９条または第 11条の規定による届出をした者は，その

届出が受理された日から 30 日を経過した後でなければ，それぞ

れ，その届出に係るばい煙発生施設を設置し，またはその届出に

係るばい煙発生施設の構造および使用の方法もしくはばい煙の

処理の方法を変更してはならない。 

２ 市長は，第９条または第 11 条の規定による届出に係る事項の

内容が相当であると認めるときは，前項に規定する期間を短縮す

ることができる。 

（氏名の変更等の届出） 

第 14条 第９条または第 10条の規定による届出をした者は，その

届出に係る第９条第１号もしくは第２号に掲げる事項に変更が

あつたとき，またはその届出に係るばい煙発生施設の使用を廃止

したときは，その日から 30 日以内に，規則で定めるところによ

り，その旨を市長に届け出なければならない。 

（承継） 

第 15条 第９条または第 10条の規定による届出をした者からその

届出に係るばい煙発生施設を譲り受け，または借り受けた者は，

当該ばい煙発生施設に係る当該届出をした者の地位を承継する。 

２ 第９条または第 10条の規定による届出をした者について相続，

合併または分割（その届出に係るばい煙発生施設を承継させるも

のに限る。）があつたときは，相続人，合併後存続する法人もし

くは合併により設立した法人または分割により当該ばい煙発生

施設を承継した法人は，当該届出をした者の地位を承継する。 

３ 前２項の規定により第９条または第 10 条の規定による届出を

した者の地位を承継した者は，その承継のあつた日から 30 日以

内に，その旨を市長に届け出なければならない。 

（改善命令等） 

第 16 条 市長は，ばい煙発生施設を設置している者がばい煙に係

る規制基準に適合しないばい煙を継続して排出するおそれがあ

る場合において，その継続的な排出により人の健康または生活環

境が損なわれると認めるときは，その者に対し，期限を定めて当

該ばい煙発生施設の構造もしくは使用の方法もしくはばい煙の

処理の方法の改善を命じ，または当該ばい煙発生施設の使用の一

時停止を命ずることができる。 

２ 第８条第２項の規定は，前項の規定による命令について準用す

る。 

（事故時の措置） 

第 17 条 ばい煙発生施設を設置している者は，ばい煙発生施設に

ついて故障，破損その他の事故が発生し，ばい煙が大気中に多量

に排出されたときは，直ちに，その事故について応急の措置を講

じ，かつ，その事故を速やかに復旧するように努めなければなら

ない。 

２ 前項の場合においては，同項に規定する者は，速やかに，その

事故の状況および講じた措置の概要を市長に届け出なければな

らない。 

３ 市長は，第１項に規定する事故が発生した場合において，当該

事故に係る工場等の周辺の区域における人の健康もしくは生活

環境が損なわれ，または損なわれるおそれがあると認めるときは，

当該工場等の設置者に対し，その事故の拡大または再発の防止の

ため必要な措置をとるべきことを命ずることができる。 

 

第２節 拡声放送に関する規制 

（拡声放送の制限） 

第 18 条 何人も，拡声機を使用する放送（以下「拡声放送」とい

う。）を行うに当たつては，静穏な生活環境を害することのない

ように努めるものとする。 

２ 何人も，病院または学校の周辺の地域その他の騒音を防止する

ことにより住民の生活環境を保全する必要がある地域であつて

規則で定める区域においては，商業宣伝を目的として拡声放送を

行つてはならない。 

３ 何人も，航空機（航空法（昭和 27 年法律第 231 号）第２条第

１項に規定する航空機をいう。）から機外に向けて拡声放送を行

つてはならない。 

４ 前３項に規定するもののほか，何人も拡声放送については，使

用の時間および場所ならびに音量等について規則で定める事項

を遵守しなければならない。 

（停止命令等） 

第 19 条 市長は，前条第２項から第４項までの規定に違反する行

為をしている者があると認めるときは，その者に対し，期限を定

めて，当該違反行為の停止，騒音防止の方法の改善を命ずること

ができる。 

（適用除外） 

第 20条 第 18条第３項および第４項の規定は，公共または祭礼の

目的で拡声放送を行う場合その他の規則で定める場合には，適用

しない。 

 

第３節 夜間における騒音の防止 

（夜間の静穏保持） 

第 21 条 何人も，静穏な生活環境を維持するため，夜間（午後 10

時から翌日の午前６時までの時間をいう。）においては，特に必

要以上の騒音を発生させないように努めるものとする。 

２ 飲食店営業その他の夜間にわたる営業を営む者は，夜間におい

ては，当該営業を営む場所において，音響機器音，楽器音等によ

る騒音を発生させることにより附近の静穏を害する行為をし，ま

たはさせてはならない。 

（措置の勧告） 

第 22 条 市長は，前条第２項の規定に違反する行為により住民の

生活環境が損なわれると認めるときは，当該違反行為をしている

者に対し，期限を定めて，その事態を除去するために必要な限度

において，当該違反行為の停止その他必要な措置をとるべきこと

を勧告することができる。 

 

第３章 雑則 

（立入検査等） 

第 23 条 市長は，この条例の施行に必要な限度において，職員に

工場等その他の場所に立ち入り，施設その他の物件を検査させ，

または関係人に対する指示を行なわせることができる。 

２ 前項の規定による立入検査をする場合には，当該職員はその身

分を示す証明書を携帯し，これを提示しなければならない。 

（報告の徴収） 

第 24 条 市長は，この条例の施行に必要な限度において，工場等

の設置者に対し，公害の防止に関する状況その他必要な事項につ

いて報告を求めることができる。 

（この条例の予想しない公害等に対する特別措置） 

第 25 条 市長は，この条例の予想しない物質，作用等の原因によ

つて生じた公害もしくは事業活動その他の人の活動に伴つて生

じた相当範囲にわたる環境上の障害により，人の健康もしくは生

活環境に著しい影響を及ぼし，または及ぼすおそれがある場合に

おいて特別の措置を講ずる必要があると認めるときは，その事態

を発生させた者に対し，その事態を除去するために必要な措置を

求めることができる。 

（規則への委任） 

第 26条 この条例の施行に関し必要な事項は，規則で定める。 

 

第４章 罰則 

第 27 条 第 12 条または第 16 条第１項の規定による命令に違反し

た者は，１年以下の懲役または 50 万円以下の罰金に処する。 
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第 28 条 次の各号のいずれかに該当する者は，６月以下の懲役ま

たは 30 万円以下の罰金に処する。 

(1) 第８条第１項の規定に違反した者 

(2) 第 17条第３項の規定による命令に違反した者 

２ 過失により，前項第１号の罪を犯した者は，３月以下の禁錮こ

または 20万円以下の罰金に処する。 

第 29 条 次の各号のいずれかに該当する者は，10万円以下の罰金

に処する。 

(1) 第９条，第 10条または第 11条の規定による届出をせず， 

または虚偽の届出をした者 

(2) 第 13条第１項の規定に違反した者 

(3) 第 23条第１項の規定による検査を拒み，妨げ，または忌避

した者 

(4) 第 24条の規定による報告をせず，または虚偽の報告をした 

 者 

第 30条 第 19条の規定による命令に違反した者は，５万円以下の

罰金に処する。 

第 31 条 法人の代表者または法人もしくは人の代理人，使用人そ

の他の従業者が，その法人または人の業務に関し，前４条の違反

行為をしたときは，行為者を罰するほか，その法人または人に対

して各本条の罰金刑を科する。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は，公布の日から起算して６月をこえない範囲内にお

いて規則で定める日から施行する。 

（昭和 48年規則第 63 号で，昭和 48年４月１日から施行） 

[以下略] 

 

 
 

(3) 函館市廃棄物の処理および清掃に関する条例 （平成 4 年 12 月 17 日条例第 43 号，最終改正：平成 31
年 3月 6日条例第 9号） 

 

目次 

 第1章 総   則（第１条～第６条） 

 第2章 一般廃棄物（第７条～第１３条） 

 第3章 産業廃棄物（第１４条～第１６条） 

 第4章 雑   則（第１７条～第２０条） 

 附則 

 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この条例は，市，市民および事業者が協力して市の区域

内における廃棄物の排出を抑制し，再生利用を推進するととも

に，廃棄物を適正に処理し，あわせて生活環境を清潔にするこ

とにより，市民生活を営むうえでの良好な生活環境の保全およ

び公衆衛生の向上を図り，ならびに資源が循環して利用される

都市の形成に資することを目的とする。 

（用語の意義） 

第２条 この条例における用語の意義は，廃棄物の処理及び清掃

に関する法律（昭和45年法律第 137号。以下「法」という。）

の例による。 

（市民の責務） 

第３条 市民は，廃棄物を分別して排出するとともに，生活環境

の保全上支障のない方法で容易に処分できる廃棄物を自ら処

分することにより排出の抑制に努めなければならない。 

２ 市民は，使用する生活物資に関し，その購入等に当たっては

廃棄物の排出の抑制について配慮し，および不用品の活用を図

るとともに，再生品の使用等により廃棄物の再生利用の推進に

努めなければならない。 

３ 市民は，廃棄物の減量および適正な処理に関し，市の施策に

協力しなければならない。 

（事業者の責務） 

第４条 事業者は，自らの責任において，その事業活動に伴って

生じた廃棄物を分別し，適正に処理しなければならない。 

２ 事業者は，物の製造，加工，販売等に際して，その製品，容

器等が廃棄物となった場合に適正な処理が困難となることが

ないような製品，容器等の開発を行うとともに，過大な包装を

避け，容器等の回収を行うことにより廃棄物の減量に努めなけ

ればならない。                                                  

３ 事業者は，事業所で日常使用する物資に関し，不用品の活用

を図るとともに，再生品の使用等により廃棄物の再生利用の推

進に努めなければならない。 

４ 事業者は，廃棄物の減量および適正な処理に関し，市の施策

に協力しなければならない。 

（市の責務） 

第５条 市は，市の区域内における一般廃棄物の減量に関し市民

および事業者の自主的な活動の促進を図り，および分別して収

集を行う等一般廃棄物の適正な処理に必要な措置を講ずるよ

う努めるとともに，一般廃棄物の処理に関する事業を能率的に

運営するため，職員の資質の向上，処理施設の整備および作業

方法の改善等に努めなければならない。 

２ 市は，廃棄物の排出を抑制し，およびその適正な処理を確保

するため，これらに関する市民および事業者の意識の啓発を図

るよう努めるとともに，排出された廃棄物の再生利用等を推進

するための施策を講ずるよう努めなければならない。 

（清潔の保持） 

第６条 土地または建物の占有者（占有者がない場合にあっては，

管理者とする。以下同じ。）は，市が行う一般廃棄物の処理に

支障のないように，当該土地または建物の周囲の除雪を行う等

整理に努めるとともに，当該土地または建物の清潔を常に保つ

ように努めなければならない。 

２ 土地の占有者は，当該土地が空地となっている場合には，草

刈りを行う等常に適正な管理をするものとし，不法投棄を誘発

し，または都市の美観を損なうことがないようにしなければな

らない。 

３ 道路，公園等公共の場所を利用する者は，当該公共の場所を

汚さないようにしなければならない。 

４ 前項の公共の場所の管理者は，当該管理する場所の清潔を常

に保つように努めなければならない。 

 

第２章 一般廃棄物 

（一般廃棄物処理計画の告示） 

第７条 市長は，法第６条第１項の一般廃棄物処理計画を定めた

ときは，当該計画について基本的事項を告示する。 

２ 前項の計画に大きな変更があった場合は，そのつど告示する。 

（市が処理する一般廃棄物） 

第８条 市の区域内の一般廃棄物は，市がこれを収集し，運搬し，

および処分する。ただし，収集，運搬または処分に際し特別の

取扱いを要する一般廃棄物で規則で定めるもの，処理すること

が適当でない一般廃棄物として市長が別に定めるものおよび

事業活動に伴って生じた一般廃棄物については，この限りでな

い。 

２ 前項ただし書の規定にかかわらず，特に市長が認めるものに

ついては，市が収集し，運搬し，または処分することができる。 

（市が処理する一般廃棄物の排出方法） 

第８条の２ 市が収集し，運搬し，および処分する一般廃棄物は

（資源ごみ（容器包装に係る分別収拾及び再商品化の促進等に

関する法律（平成７年法律第112号）第２条第４項に規定する

容器包装廃棄物のうち市長が指定するものをいう。以下同じ。），

し尿および浄化槽汚泥を除く。以下この条において同じ。）を

排出しようとするときは，規則で定めるごみ袋を使用し，また

は規則で定めるごみ処理券をその排出しようとする一般廃棄

物にはり付けなければならない。 

（事業活動に伴って生じた多量の一般廃棄物） 

第９条 法第６条の２第５項の規定により市長が減量に関する

計画の作成，運搬すべき場所およびその運搬の方法等を指示す

ることができる事業活動に伴って生じた多量の一般廃棄物は，

規則で定める。 

（ごみの集積設備等の改善指導） 

第10条 土地または建物の占有者が設けるごみの集積設備およ

び集積場所ならびに便槽の構造等については，市が行う一般廃

棄物の処理に支障のないようにしなければならない。 

２ 市長は，前項のごみの集積設備および集積場所ならびに便槽

の構造等について，市が行う一般廃棄物の処理に支障があると
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認めるときは，その改善を指導することができる。 

３ 土地または建物の占有者は，前項の規定により指導を受けた

ときは，これに応ずるよう努めなければならない。 

（市民の遵守事項） 

第11条 ごみ袋等ごみの容器または便槽には，有毒性または危険

性を有するものその他市が行う一般廃棄物の処理に支障を及

ぼすおそれのあるものを混入してはならない。 

（一般廃棄物処理手数料） 

第12条 第８条の規定により市が一般廃棄物の処理をする場合

において，当該一般廃棄物の種類および処理が別表第１に掲げ

る一般廃棄物の種類および処理の区分に該当するときは，手数

料を徴収する。 

２ 前項の手数料の額は，別表第１に掲げる一般廃棄物の種類お

よび処理の区分に応じ，同表に掲げる金額に基づき算定した額

に 100分の 110を乗じて得た額とする。ただし，一般の家庭の

生活に伴って生ずる一般廃棄物（浄化槽汚泥を除く。）を第８

条第１項本文の規定により収集し，運搬し，および処分する場

合の手数料の額は，同表に掲げる金額に基づき算定した額とす

る。 

３ 既納の第１項の手数料は，還付しない。ただし，市長は，特

別の理由があると認めるときは，その全部または一部を還付す

ることができる。                            

４ 第１項の手数料の徴収方法については，規則で定める。 

（手数料の減免） 

第13条 市長は，災害その他特別な事情があると認めるときは，

前条第１項の手数料を減免することができる。 

 (1) 生活保護法（昭和25年法律第144号）の規定による被保護

者であるとき。 

 (2) 災害その他特別な事情があると認めるとき。 

 

第３章 産業廃棄物 

（市が処理する産業廃棄物の種類等） 

第14条 法第11条第２項の規定により，市（函館市戸井廃棄物最

終処分場を除く。）が処理する産業廃棄物は，一般廃棄物とあ

わせて処理することができる固形状のもので，かつ，その量が

一般廃棄物の処理に支障のない量のものとし，その種類につい

ては，必要のつど市長が指定する。 

（産業廃棄物の処理に係る使用料） 

第15条 前条の産業廃棄物を市が処理するときは，別表第２に掲

げる処理の区分に応じ，使用料を徴収する。 

２ 前項の使用料の額は，別表第２に掲げる処理の区分に応じ，

同表に掲げる金額に基づき算定した額に 100分の 110を乗じ

て得た額とする。 

３ 既納の第１項の使用料は，還付しない。ただし，市長は，特

別の理由があると認めるときは，その全部または一部を還付す

ることができる。 

４ 第１項の使用料の徴収方法については，規則で定める。 

（産業廃棄物の処理に係る使用料の減免） 

第16条 市長は，災害その他特別な事情があると認めるときは，

前条第１項の使用料を減免することができる。 

 

第４章 雑則 

（一般廃棄物処理業の許可等の手数料） 

第17条 次の各号に掲げる許可もしくは許可の更新，定期検査，

認定もしくは認定の更新または認可の申請をする者は，それぞ

れ当該各号に定める額の手数料を，当該申請の際に納付しなけ

ればならない。 

 (1) 法第７条第１項の規定に基づく一般廃棄物収集運搬業

の許可 15,200円 

  (2) 法第７条第２項の規定に基づく一般廃棄物収集運搬業

の許可の更新 13,800円 

  (3) 法第７条第６項の規定に基づく一般廃棄物処分業の許

可 19,000円 

 (4) 法第７条第７項の規定に基づく一般廃棄物処分業の許

可の更新 17,800円 

  (5) 法第７条の２第１項の規定に基づく一般廃棄物収集運

搬業の事業の範囲の変更の許可 13,400円 

  (6) 法第７条の２第１項の規定に基づく一般廃棄物処分業

の事業の範囲の変更の許可 17,400円 

  (7) 法第８条第１項の規定に基づく一般廃棄物処理施設の

設置の許可 次に掲げる施設の区分に応じ，次に掲げる額 

  ア 法第８条第４項に規定する一般廃棄物処理施設 

     130,000円 

  イ アの一般廃棄物処理施設以外の一般廃棄物処理施設 

     110,000円 

  (8) 法第８条の２の２第１項の規定に基づく一般廃棄物処理

施設の定期検査 31,000円 

  (9) 法第９条第１項の規定に基づく一般廃棄物処理施設の

変更の許可 次に掲げる施設の区分に応じ，次に掲げる額 

  ア 法第８条第４項に規定する一般廃棄物処理施設 

     120,000円 

  イ アの一般廃棄物処理施設以外の一般廃棄物処理施設 

     100,000円 

 (10) 法第９条の２の４第１項の規定に基づく熱回収の機能を

有する一般廃棄物処理施設に係る認定 28,000円 

 (11) 法第９条の２の４第２項の規定に基づく熱回収の機能を

有する一般廃棄物処理施設に係る認定の更新 18,000円 

 (12) 法第９条の５第１項の規定に基づく一般廃棄物処理施

設の譲受けまたは借受けの許可 68,000円 

(13) 法第９条の６第１項の規定に基づく一般廃棄物処理施

設の許可施設設置者である法人の合併または分割の認可 

 68,000円 

(14) 法第12条の７第１項の規定に基づく２以上の事業者に

よる産業廃棄物の処理に係る特例の認定 147,000円 

(15) 法第12条の７第７項の規定に基づく２以上の事業者に

よる産業廃棄物の処理に係る特例認定に係る事項の変更

の認定 134,000円 

(16) 法第14条第１項の規定に基づく産業廃棄物収集運搬業

の許可 81,000円 

(17) 法第14条第２項の規定に基づく産業廃棄物収集運搬業

の許可の更新 73,000円 

(18) 法第14条第６項の規定に基づく産業廃棄物処分業の許

可 100,000円 

(19) 法第14条第７項の規定に基づく産業廃棄物処分業の許

可の更新 94,000円 

(20) 法第14条の２第１項の規定に基づく産業廃棄物収集運

搬業の事業の範囲の変更の許可 71,000円 

(21) 法第14条の２第１項の規定に基づく産業廃棄物処分業

の事業の範囲の変更の許可 92,000円 

(22) 法第14条の４第１項の規定に基づく特別管理産業廃棄

物収集運搬業の許可 81,000円 

(23) 法第14条の４第２項の規定に基づく特別管理産業廃棄

物収集運搬業の許可の更新 74,000円 

(24) 法第14条の４第６項の規定に基づく特別管理産業廃棄

物処分業の許可 100,000円 

(25) 法第14条の４第７項の規定に基づく特別管理産業廃棄

物処分業の許可の更新 95,000円 

(26) 法第14条の５第１項の規定に基づく特別管理産業廃棄

物収集運搬業の事業の範囲の変更の許可 72,000円 

(27) 法第14条の５第１項の規定に基づく特別管理産業廃棄

物処分業の事業の範囲の変更の許可 95,000円 

(28) 法第15条第１項の規定に基づく産業廃棄物処理施設の

設置の許可 次に掲げる施設の区分に応じ，次に掲げる額 

ア 法第15条第４項に規定する産業廃棄物処理施設 

 140,000円 

イ アの産業廃棄物処理施設以外の産業廃棄物処理施設 

 120,000円 

(29) 法第15条の２の２第１項の規定に基づく産業廃棄物処

理施設の定期検査 31,000円 

(30) 法第15条の２の６第１項の規定に基づく産業廃棄物処

理施設の設置の許可に係る事項の変更の許可 次に掲げ

る施設の区分に応じ，次に掲げる額 

ア 法第15条第４項に規定する産業廃棄物処理施設 

 130,000円 

イ アの産業廃棄物処理施設以外の産業廃棄物処理施設 

 110,000円 

(31) 法第15条の３の３第１項の規定に基づく熱回収の機能

を有する産業廃棄物処理施設に係る認定 28,000円 

(32) 法第15条の３の３第２項の規定に基づく熱回収の機能

を有する産業廃棄物処理施設に係る認定の更新 

 18,000円 
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(33) 法第15条の４において準用する法第９条の５第１項の

規定に基づく産業廃棄物処理施設の譲受けまたは借受け

の許可 68,000円 

(34) 法第15条の４において準用する法第９条の６第１項の

規定に基づく産業廃棄物処理施設の許可施設設置者であ

る法人の合併または分割の認可 68,000円 

（調査） 

第18条 土地または建物の占有者は，市長がこの条例に定める一

般廃棄物処理手数料の徴収のため行う調査を拒み，または妨げ

てはならない。 

（清掃指導員） 

第19条 市長は，この条例の目的の達成に必要な事項について指

導させるため，清掃指導員を置く。 

（規則への委任） 

第20条 この条例の施行に関し必要な事項は，規則で定める。 

 

附 則 

１ この条例は，平成5年4月1日から施行する。 

 [以下略] 
 

 
 

別表第１（第12条関係） 
一般廃棄物処理手数料 

手数料の 
種類 

一般廃棄物の種類および処理の区分 金           額 

ごみ処理 
手数料 

一般の家庭の生活に伴って生ずる
一般廃棄物（し尿および浄化槽汚
泥を除く。以下この表において同
じ。）を第８条第１項本文の規定
により収集し，運搬し，および処
分するとき。 

(1) 燃やせるごみ 
(2) 燃やせないごみ  

ア  規則で定めるごみ袋１枚により排出されたもの 
 (ｱ) 5リットル袋   10円 
 (ｲ) 10リットル袋  20円 
 (ｳ) 20リットル袋  40円 
 (ｴ) 30リットル袋  60円 
 (ｵ) 40リットル袋  80円 
イ  規則で定めるごみ処理券１枚をはり付けてひと

まとめにして排出されたもの 80円 

(3) 規則で定める粗大ごみ（以下「粗
大ごみ」という。） 

規則で定めるごみ処理券１枚をはり付けて排出され
たもの  
ア 30ｷﾛｸﾞﾗﾑ未満のもの 200円 
イ 30ｷﾛｸﾞﾗﾑ以上50ｷﾛｸﾞﾗﾑ未満のもの 400円 
ウ 50ｷﾛｸﾞﾗﾑ以上のもの 600円 

事業活動に伴って生ずる一般廃棄物
を第８条第２項の規定により収集し，
運搬し，および処分するとき。 

(1) 燃やせるごみ 
(2) 燃やせないごみ  

ア  規則で定めるごみ袋１枚により排出されたもの 
 (ｱ) 20リットル袋  120円 
 (ｲ) 40リットル袋  240円 
イ  規則で定めるごみ処理券１枚をはり付けてひと

まとめにして排出されたもの 240円 

一般の家庭の生活に伴って生ずる
一般廃棄物のうち，第８条第１項
ただし書の規則で定めるものまた
は市長が別に定めるものを同条第
２項の規定により収集し，運搬し，
および処分するとき。 

(1) 燃やせるごみ 
(2) 燃やせないごみ 

ア  規則で定めるごみ袋１枚により排出されたもの 
 (ｱ) 20リットル袋   80円 
 (ｲ) 40リットル袋  160円 
イ  規則で定めるごみ処理券１枚をはり付けてひと

まとめにして排出されたもの 160円 

(3) 粗大ごみ 

規則で定めるごみ処理券１枚をはり付けて排出され
たもの  
ア 30ｷﾛｸﾞﾗﾑ未満のもの 400円 
イ 30ｷﾛｸﾞﾗﾑ以上50ｷﾛｸﾞﾗﾑ未満のもの 800円 
ウ 50ｷﾛｸﾞﾗﾑ以上のもの 1,200円 

し尿処理 
手数料 

一般の家庭から排出するし尿を収集
し，運搬し，および処分するとき。 

(1) 下水道法(昭和33年法律第79
号)第2条第8号に規定する処理区域
のうち市長が指定する区域または函
館市支所設置条例(昭和31年函館
市条例第30号)別表に定める函館市
戸井支所，函館市恵山支所，函館
市椴法華支所もしくは函館市南茅部
支所の所管区域の一般の家庭から
排出するし尿 

ア 200リットル以下の場合 600円 
イ  200リットルを超える場合  100リットルまでごとに 

300円 

(2) 前号に掲げる区域以外の区域の
一般の家庭から排出するし尿 

１月につき当該家庭に属する者の数に 300円を乗じ
て得た額。ただし，し尿の収集，運搬および処分の
回数が１月につき１回を超えるときは，当該超える回
数１回につき1,020円を加算する。 

一般の家庭以外から排出するし尿を収集し，運搬し，および処分するとき。 

 (1) １月当たりの排出量が 3,000リットル以下の場
合   200リットルまでごとに 1,500円 

 (2) １月当たりの排出量が  3,000リットルを超え 
5,000リットル以下の場合    200リットルまでごと
に 2,000円 

 (3) １月当たりの排出量が 5,000リットルを超える場
合   200リットルまでごとに 2,200円 

浄化槽汚泥 
処分手数料 

事業用建物に係る浄化槽汚泥であって市長が指定するし尿処理場に搬入
されたものを処分するとき。 

20リットルまでごとに90円 

事業用建物に係る浄化槽汚泥以外の浄化槽汚泥であって市長が指定す
るし尿処理場に搬入されたものを処分するとき。 

20リットルまでごとに40円 

焼却処分 
手数料 

事業活動に伴って生ずる一般廃棄物であって市長が指定する焼却工場に
搬入されたものを処分するとき。 

10キログラムまでごとに 94円 

一般の家庭の生活に伴って生ずる一般廃棄物であって市長が指定する焼
却工場に搬入されたものを処分するとき。 

10キログラムまでごとに 24円 

埋立処分 
手数料 

事業活動に伴って生ずる一般廃棄物であって市長が指定する埋立処分場
に搬入されたものを処分するとき。 

10キログラムまでごとに 94円 

一般の家庭の生活に伴って生ずる一般廃棄物であって市長が指定する埋
立処分場に搬入されたものを処分するとき。 

10キログラムまでごとに 24円 

し尿処分 
手数料 

一般の家庭以外から排出するし尿であって市長が指定するし尿処理場に
搬入されたものを処分するとき。 

200リットルまでごとに630円 

備考   「燃やせるごみ」とは，可燃性の一般廃棄物のうち市長が指定するものをいい，「燃やせないごみ」とは，一般廃棄物のうち燃やせるごみ，
粗大ごみおよび資源ごみ以外のものをいう。 
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別表第２（第15条関係） 
産業廃棄物の処理に係る使用料 

使用料の種類 処理の区分 金          額 

焼却工場使用料 

市長が指定する焼却工場に搬入された産業廃棄物を処分
するとき。 
 
 
 

次に掲げる額の合計額 
（１）10キログラムまでごとに141円として算定した額 
（２）10キログラムにつき10円として算定した額に1,100  
  分の124を乗じて得た額 

埋立処分場使用料 
函館市七五郎沢廃棄物最終処分場，函館市恵山廃棄物最終
処分場または函館市南茅部廃棄物最終処分場に搬入された
産業廃棄物を処分するとき。 

10キログラムまでごとに 163円 
 
 

 

函館市戸井廃棄物最終処分場に搬入された産業廃棄物を
処分するとき。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(１) 道路運送車両法（昭和26年法律第185号）第58
条の規定により交付を受けた自動車検査証に記
載されている最大積載量（以下この表において「最
大積載量」という。）が1,000キログラム以上2,000キ
ログラム未満の自動車により搬入されたもの １台
につき 2,000円 

(２) 最大積載量が2,000キログラム以上4,000キログ
ラム未満の自動車により搬入されたもの １台につ
き 4,000円 

(3) 最大積載量が4,000キログラム以上の自動車に
より搬入されたもの １台につき 8,000円 

(４) 道路運送車両法に規定する道路運送車両（前３
号に掲げるものを除く。）により搬入されたもの １
台につき 1,000円 

(５) 前各号に掲げる方法以外の方法により搬入され
たもの １回につき 1,000円 

 

※手数料や使用料は改正されている場合がありますのでご注意ください。 

 

 
(4) 函館市ごみの散乱防止に関する条例 （平成 5年 3 月 29日条例第 10号，最終改正：平成 30 年 6月 8 日

条例第 52号） 
 

（目的） 

第１条 この条例は，市民，事業者，土地または建物の占有者お

よび市等が一体となって，空き缶，空き瓶，たばこの吸い殻等

のごみの散乱を防止することにより，美しく快適な生活環境の

保全および良好な都市環境の形成を図ることを目的とする。 

（市民等の責務） 

第２条 市民等（市民および市内に滞在し，または市内を旅行等

により通過する者をいう。以下同じ。）は，家庭外において自

らごみを生じさせたときは，これを家庭に持ち帰り，または回

収のための容器に収納するなどして，ごみを散乱させないよう

にしなければならない。 

２ 市民等は，自ら身近な地域および職場等における清掃活動等

に参加するよう努めるとともに，市が実施するごみの散乱の防

止のための施策に協力しなければならない。 

（事業者の責務） 

第３条 容器に収納した飲料を製造する事業者は，当該容器の散

乱の防止について消費者の意識の啓発を図るとともに，その製

品の製造に際し，再資源化が可能な容器を使用するように努め

なければならない。 

２ 容器に収納した飲料を販売する事業者は，当該容器の散乱の

防止および再資源化について消費者の意識の啓発を図るとと

もに，その販売する場所に規則で定める当該容器を回収するた

めの容器を設置し，これを適正に管理しなければならない。 

３ たばこを製造し，または販売する事業者は，たばこの吸い殻

の散乱の防止について消費者の意識の啓発を図らなければな

らない。 

４ 観光業者（旅行業法（昭和27年法律第 239号）第２条第１項

の旅行業，旅館業法（昭和23年法律第 138号）第２条第２項の

旅館・ホテル営業，旅客を運送する事業その他観光に関する事

業を行う者をいう。）は，ごみの散乱の防止について観光客の

意識の啓発を図らなければならない。 

５ 事業者は，ごみの散乱の防止について従業員の意識の啓発を

図るとともに，市が実施するごみの散乱の防止のための施策に

協力しなければならない。 

（土地または建物の占有者の責務） 

第４条 公衆の利用に供する土地または建物の占有者（占有者が

ない場合にあっては，管理者とする。以下同じ。）は，当該土

地または建物におけるごみの散乱の防止のため，その利用者の

意識の啓発を図るとともに，散乱したごみの清掃，ごみの収納

容器の適正な配置等必要な措置を講じなければならない。 

２ 土地または建物の占有者は，市が実施するごみの散乱の防止

のための施策に協力しなければならない。 

（市の責務） 

第５条 市は，第１条の目的を達成するための総合的な施策を策

定し，これを実施するとともに，その実施について，市民等，

事業者および土地または建物の占有者に対して必要な指導ま

たは援助をし，および関係機関等に対して協力の要請をするも

のとする。 

２ 前項の総合的な施策は，次に掲げる事項について定めるもの

とする。 

 (1) ごみの散乱の防止のための意識の啓発および高揚に関

する事項 

 (2) 空き缶，空き瓶等の再資源化の促進に関する事項 

  (3) ごみの散乱の防止または再資源化のための自主的な活

動団体の育成およびその活動の支援に関する事項 

  (4) その他ごみの散乱の防止に関し必要と認める事項 

（自動販売機による販売等の届出） 

第６条 第３条第２項の事業者のうち容器に収納した飲料を自

動販売機（規則で定める自動販売機を除く。以下同じ。）によ

り販売する事業者は，その販売を開始した日から15日以内に当

該自動販売機ごとに，次に掲げる事項を市長に届け出なければ

ならない。 

(1) 氏名および住所（法人にあっては，その名称および代表

者の氏名ならびに主たる事務所の所在地） 

(2) 販売を開始した日 

(3) 自動販売機の設置の場所 

(4) 第３条第２項に規定する回収容器の設置の場所 

(5) その他規則で定める事項 

２ 前項の規定による届出をした者（以下「届出者」という。）

は，次の各号の一に該当することとなった場合は，当該該当す

ることとなった日から15日以内にその旨を市長に届け出なけ

ればならない。 

(1) 前項第１号に掲げる事項について変更があった場合 

(2) 前項第３号または第４号に掲げる事項について変更（規

則で定める軽微な変更を除く。）をした場合 

(3) 届出に係る自動販売機による容器に収納した飲料の販売
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を廃止した場合 

（承継） 

第７条 届出者について相続，合併または分割（その届出に係る

自動販売機による販売の事業を承継させるものに限る。）があ

ったときは，相続人，合併後存続する法人もしくは合併により

設立した法人または分割により当該事業を承継した法人は，当

該届出者の地位を承継する。 

２ 前項の規定により届出者の地位を承継したものは，その承継

があった日から15日以内にその旨を市長に届け出なければな

らない。 

（届出済証） 

第８条 市長は，第６条第１項の規定による届出，同条第２項の

規定による届出で同条第１項第１号の事項の変更に係るもの

（氏名または法人の名称に係る届出に限る。）または前条第２

項の規定による届出があったときは，その届出をした者に対し，

届出済証を交付するものとする。 

２ 前項の届出済証の交付を受けた者は，当該届出に係る自動販

売機の見やすい箇所にその届出済証を張り付けておかなけれ

ばならない。 

３ 第１項の届出済証の交付を受けた者は，その届出済証を亡失

し，またはき損したときは，速やかにその旨を市長に届け出な

ければならない。 

４ 市長は，前項の規定による届出があったときは，届出をした

者に対し，届出済証を再交付するものとする。この場合におい

て，当該再交付に係る届出済証については，第２項の規定を準

用する。 

（立入調査） 

第９条 市長は，ごみの散乱の状況，第３条第２項に規定する回

収容器の設置およびその管理の状況，第６条もしくは第７条第

２項に規定する届出または第８条第２項に規定する届出済証

の張付け状況を調査するため必要があると認めるときは，その

職員に，当該土地または建物に立ち入り，調査させることがで

きる。 

２ 前項の規定により立入調査をする職員は，その身分を示す証

明書を携帯し，関係者にこれを提示しなければならない。 

３ 第１項の規定による立入調査の権限は，犯罪捜査のために認

められたものと解釈してはならない。 

（指導および勧告） 

第10条 市長は，ごみの散乱を防止するため，市民等，事業者ま

たは土地もしくは建物の占有者に対し，第２条第１項に規定す

るごみの持帰りもしくは回収容器への収納等，第３条第２項に

規定する回収容器の設置およびその適正な管理，第４条第１項

に規定する散乱したごみの清掃，ごみの収納容器の適正な配置

等必要な措置，第６条，第７条第２項もしくは第８条第３項に

規定する届出または第８条第２項に規定する届出済証の張付

け状況について，指導することができる。 

２ 市長は，前項の規定による指導を受けた者が正当な理由がな

くこれに応じないときは，その者に対し，必要な措置を講ずる

よう勧告することができる。 

（関係法令の活用） 

第11条 市長は，ごみの散乱を防止するため，関係法令の積極的

な活用を図るものとする。 

（規則への委任） 

第12条 この条例の施行に関し必要な事項は，規則で定める。 

附 則 

 この条例は，平成5年5月30日から施行する。 

[以下略] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


